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　皆様方には、平素より「島根中央信用金庫」をお引き立ていただきまして、誠にありがとうございま
す。このたびの東日本大震災により被災された皆さまに、心よりお見舞い申し上げます。また、一日も早
い復旧復興をお祈り申し上げます。
　平成２２年度のわが国経済は、上半期にかけては中国を中心とした堅調な海外景気に牽引され、輸
出主導で緩やかな回復傾向を辿りました。またエコカー補助金や家電エコポイントなどの政策効果が
奏功し、制度期限切れ前の駆け込み需要も含めて底堅い国内個人消費もこれに寄与しました。しかし
夏場以降は、中国の金融引き締め政策への転換や欧米の景気「二番底」懸念の台頭、１５年ぶりの歴
史的円高水準の具現などから、輸出主導の景気回復持続に暗雲が立ち込めることとなり、１２月調査
の日銀短観では大企業製造業の業況判断指数が７四半期ぶりに悪化に転じ、１０月から１２月の実質
国内総生産成長率も５四半期ぶりのマイナス成長に陥ることとなりました。
　一方、当金庫を取り巻く地域経済の情勢は、設備投資の一部に能力増強投資の上積みや店舗等の
出店・改装の動きがみられたことや持ち家新築住宅着工戸数に下げ止まり感が出たことなど、部分的

に明るい材料も散見されました。しかし、公共工事請負金額が前年を大きく下回ったほか、海外向けの家電関連需要の減少を受けて生産
水準が幾分低下傾向となったことや、厳しい雇用・所得情勢から個人消費も低調な動きに変化がみられないなど、総じて停滞感の強い状
況が続くこととなりました。
　また、３月１１日に発生しました東日本大震災とその後の東京電力福島原子力発電所の事故等により、金融市場は大きな混乱の中で２
２年度を終えることになりました。このたびの大惨事は東北地方の生産と消費減少に加え、電力の供給不足や部品等の流通システムの停
滞を通して日本経済全体にその影響を及ぼしており、短期的な景気の落ち込みが不可避なものとなっております。
　このような状況の中、平成２２年度の当金庫の業績面は、資金調達のほぼ全額を占めます預金積金は流動性預金こそ法人資金の滞留
あるいは年金受入等により増加しましたが、定期預金において地方公共団体の預金受け入れはあったものの、他行高金利商品へのシフト
あるいは相続や消費による取崩し等により減少したことを受け、期末残高で１６７,０５４百万円となり、前期末の１６８,４８９百万円に比
して１,４３４百万円の減少となりました。
　他方、資金運用の主体であります貸出金も、経営環境の悪化を反映して前向きの資金需要が少なかったことや財務改善を目的とした借
入金圧縮などを反映し、期末残高では１１２,２４９百万円となり、前期末の１１８,８２７百万円に比して６,５７７百万円の減少となりまし
た。
　損益状況につきましては、収益面におきまして貸出金利息が残高の減少に加え、利回りの低下により３,２３０百万円と前期に比して２８
０百万円の減収となったほか、預け金利息も２６０百万円と同３９百万円の減少となりましたが、有価証券利息配当金は運用残高の増加
もあり３１５百万円と同１２百万円の増加となりました。この結果、経常収益は前年度より２５４百万円減収の４,２４５百万円となりまし
た。
　費用面におきましては、預金利息が残高の減少及び利回りの低下により２６４百万円と前期に比して１３７百万円の減少となったほか、
有価証券運用に関する損益が同５６百万円改善し、経費についても同５９百万円減少しましたが、貸出金の償却・引当金負担が同３９０百
万円増加したことなどから、経常費用は同１６４百万円増加し３,９８０百万円となりました。
　この結果、経常利益は前期に比して４１９百万円減益の２６５百万円となり、法人税等調整額も含めた当期純利益も同３３５百万円減
益の２１９百万円となりました。
　平成２３年度も当金庫を取り巻く環境は依然厳しいものと予想されますが、経営理念であります相互扶助の実践、地域社会との共生、
環境問題をはじめとする社会貢献活動の積極的な推進等、信用金庫としての社会的責任と公共的使命を果たしていくことが肝要であり、
未曾有の大惨事による当地域への様々な影響が危惧される今こそ、地域社会との関わりを一層強固なものとして、お客様のニーズに応
え、地域に信頼され必要とされる金融機関を目指してまいります。
　今後とも「心　ふれあい　親・近・感」をキャッチフレーズに、引き続き中小企業、地域住民の皆様と“フェイス・トゥ・フェイス”によるリ
レーションシップによって、地域に貢献し、地域経済の繁栄と信頼の輪を広げるよう全役職員が一致団結し、誠心誠意努力いたしますの
で、引き続き一層のご支援・ご協力を賜りますようお願い申し上げます。

当金庫の概要 （平成23年3月現在）

創　　　立　　昭和23年9月18日

本　　　店　　出雲市今市町252番地1

店　舗　数　　28店舗

　　　　　　　（本店1、支店25、代理店2）

出　資　金　　19億3千1百万円

預金・積金　　1，670億円

貸　出　金　　1，122億円

会　員　数　　31，914名

常勤役職員数　　283名

平成２３年７月 島根中央信用金庫
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預金業務 付随業務

貸出業務

為替業務
　送金為替、当座振込及び代金取立等を取扱ってお
ります。また、輸出、輸入及び外国送金等の外国為替
に関する各種業務を取扱っております。

その他次の各種業務を取扱っております。                         
○債務の保証　　　　　　○有価証券の貸付                          
○代理業務                          
・ 日本銀行歳入代理店業務、地方公共団体の公金取扱業務
・信金中央金庫、日本政策金融公庫、住宅金融支援機構、独立行政法人福
祉医療機構、独立行政法人雇用・能力開発機構、独立行政法人労働者健
康福祉機構、独立行政法人中小企業基盤整備機構、独立行政法人勤労
者退職金共済機構等代理店・代理貸付業務

○保護預かり及び貸金庫業務　　　　○両替                          
○国債等公共債の引受、窓口販売　　○保険窓口販売業務                          
○ｔｏｔｏ（トト）くじの支払                          

証券業務
　国債等の窓口販売を取扱っております。

金庫の主要な事業の内容

本 店 営 業 部

南 支 店

塩 冶 支 店

東 支 店

小 山 支 店

西 支 店

神 門 支 店

出 雲 西 支 店

大 社 南 支 店

大 社 支 店

平 田 支 店

松 江 支 店

松 江 北 支 店

大 田 営 業 部

大 田 西 支 店

久 手 支 店

仁 摩 支 店

温 泉 津 支 店

江 津 支 店

桜 江 支 店

斐 川 支 店

斐 川 東 支 店

川 本 支 店

邑 智 支 店

石 見 支 店

瑞 穂 支 店

出雲市今市町252－1

出雲市駅南町1－2－2

出雲市塩冶町956－1

出雲市中野町323－3

出雲市渡橋町316－3

出雲市白枝町635－6

出雲市知井宮町841－5

出雲市大島町26

出雲市大社町北荒木1205－3

出雲市大社町杵築東380

出雲市平田町2794－1

松江市寺町210－4

松江市北田町59

大田市大田町大田ロ949

大田市長久町長久ロ305－28

大田市久手町波根西1987－1

大田市仁摩町仁万827－4

大田市温泉津町小浜ロ30

江津市都野津町2275－1

江津市桜江町川戸6－6

簸川郡斐川町直江町4822－2

簸川郡斐川町荘原町2249－2

邑智郡川本町川本531－1

邑智郡美郷町粕淵370－5

邑智郡邑南町矢上107－2

邑智郡邑南町下田所349－2

（0853）21-1750

（0853）23-3088

（0853）23-0800

（0853）22-4500

（0853）23-1290

（0853）22-2111

（0853）21-1012

（0853）43-0080

（0853）53-4756

（0853）53-3140

（0853）62-2680

（0852）21-0613

（0852）21-4358

（0854）82-0740

（0854）82-6500

（0854）82-8724

（0854）88-2405

（0855）65-2131

（0855）53-0831

（0855）92-0062

（0853）72-0234

（0853）72-3311

（0855）72-0645

（0855）75-1243

（0855）95-1231

（0855）83-1155
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店　　舗　　名 住　　　所 電話番号 ＡＴＭ 休日運行

出雲市

出 雲 市 役 所

島 根 県 立 中 央 病 院

イ オ ン 出 雲 店

ゆ め タ ウ ン 出 雲 店

大社ショッピングセンターエル

大田ショッピングセンターさんのあ

大田ファミリーデパートパル

大 田 市 役 所

大 田 市 立 病 院

イ オ ン 大 田 店

ゆ め タ ウ ン 斐 川 店

石見ショッピングセンター内石見プラザ

あ い タ ウ ン ア ベ ル

出雲市今市町70

出雲市姫原町4－1－1

出雲市渡橋町1066

出雲市大塚町650－1

出雲市大社町北荒木625－2

大田市大田町大田ロ930－2

大田市大田町大田イ411

大田市大田町大田ロ1111

大田市大田町吉永1428－3

大田市長久町土江97

簸川郡斐川町上直江1301－1

邑智郡邑南町中野668－2

邑智郡邑南町矢上996
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●

●

●
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●

設　　置　　場　　所 ＡＴＭ 休日運行

出雲市

大田市

簸川郡

邑智郡

松江市

大田市

江津市

簸川郡

邑智郡

大 和 代 理 店
阿 須 那 代 理 店

藤 原 英 明
日 高 征 治

邑智郡美郷町都賀本郷258

邑智郡邑南町阿須那34－2

（0855）82-2857

（0855）88-0031

住　　　　　所代理業者名 代理店名 電話番号

休日運行欄 ●印の付いた店舗および店外キャッシュコーナーは土・日・祝日稼動しております。
▲印の付いた店外キャッシュコーナーは土・日曜稼動しております。
◆印の付いた店外キャッシュコーナーは土曜稼動しております。

（平成23年6月30日現在）

店外キャッシュコーナー

信用金庫代理業者

店舗一覧

商　品　名 内容と特色 お預け入れ期間 お預け入れ金額

総 合 口 座

普 通 預 金

一冊の通帳に普通預金、定期預金、自動融資機能をセットした便利な通帳です。
日常の出し入れ、公共料金の自動支払い、給与・年金の自動受取りなど家計簿代わりにご利用いただけます。
いざというときは、総合口座にお預け入れの定期預金残高の90％、最高200万円までの自動融資もご利用いただけます。

貯 蓄 預 金

期日指定定期預金

納 税 準 備 預 金

出し入れ自由な貯蓄専用の口座です。お預け入れの残高に応じて5段階の
適用利率を設定しております。
大切なご預金をより有利に運用いただけます。

ご加入できる方は、満55歳未満のお勤めの方です。
お一人で1契約（1店舗）に限ります。
60歳に達した日以後に「年金」としてお受取りになることを目的とします。
財形住宅との合計が550万円まで非課税扱いです。

普 通 預 金
（ 無 利 息 型 ）

普通預金と同様、出し入れ自由でお財布代わりにお使いいただけますが、
お利息は付きません。預金保険制度により、全額保護の対象となります。

1年複利で高利回り、1年経てば満期日が自由に決められ、一部お引出しも
可能です。

スーパー定期

財形年金預金

100円からご利用いただけます。個人のお客さまには、期間3年以上につ
いて複利型をご利用いただけます。

計画的な納税にご利用ください。
お利息に税金がかかりません。

出し入れ自由です。お財布代わりにお使い下さい。 自由 １円以上

通 知 預 金 お使いみちの決まった資金を短期間にムダなく活かせます。 7日以上 1万円以上

定 期 積 金 目的に合わせて毎月決まった金額を積立てる預金です。 6ヵ月以上5年以下 毎月1,000円以上

当 座 預 金 商取引にご利用いただく、小切手・手形の支払いのための預金です。 自由 １円以上

1ヵ月～5年 100円以上

大口定期預金
1,000万円以上のまとまった資金をご都合にあわせて高利回りで運用で
きる有利な預金です。 1ヵ月～5年 1,000万円以上

5年以上 1,000円以上

ご加入できる方は、満55歳未満のお勤めの方です。
お一人で1契約（1店舗）に限ります。
マイホームの取得、住宅の増改築を目的とします。
財形年金との合計が550万円まで非課税扱いです。

財形住宅預金 5年以上 1,000円以上

ご加入時の年齢制限はありません。
お一人で複数契約もでき、お積み立ての目的は自由です。
マイホーム購入・ご結婚・ご旅行・教育資金など自由にご利用いただけます。

一般財形預金 3年以上 1,000円以上

年金受給者向け
「 慶 び 」

当金庫で公的年金をお受取の方に対し金利を上乗せいたします。
マル優もご利用いただけます。 1年・3年・5年 1円以上

350万円以下

変動金利定期預金
市場金利の動きに合わせて、お預け入れ日から6ヵ月ごとに適用利率が変動しま
す。個人のお客さまには、複利型をご利用いただけます。 3年 100円以上

最長3年
（据置期間1年）

100円以上
300万円未満

自由 １円以上

自由 １円以上

１円以上
●ご入金は自由
●お引き出しは原則
　として納税のみ

定

期

預

金

財

形

預

金

主な預金商品
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主なローン商品

商　品　名 内容と特色 ご融資期間 ご融資金額

住 宅 ロ ー ン
「フォーエバー」

住宅の新築、増改築、購入等住宅に関する資金としてご利用いただけます。
全期間固定金利でお借入期間中のご返済額が変わりませんので、返済計画、
将来設計を立て易く有利にご利用いただけます。

住 宅 ロ ー ン
「 し あ わ せ 」

住宅の新築・増改築・購入等住宅に関する資金としてご利用いただけます。
安心の長期固定金利（当初10年間）、その後は固定金利、変動金利の選択
とし返済計画、将来設計を立て易く有利にご利用いただけます。

ライフアップローン

教 育 ロ ー ン
「教育応援団」

個 人 ロ ー ン

石州瓦リフォーム
ローン「瓦っこ」

住宅修繕および高齢化用住宅への改修費用にご利用いただけます。

リフォームローン 個人の住宅に関する増改築資金としてご利用いただけます。

お子さまやご家族の入学金・授業料等教育に伴う資金としてご利用いただ
けます。

地場産業の石州瓦を使用する屋根替えを中心とした増改築資金にご利用
いただけます。

高齢者・身障者介護に関する資金としてご利用いただけます。（介護保険
対象者以外の方でもご利用いただけます。）

豊かな暮らしづくりのためにご利用いただけます。
保証人さまのご不要な商品も多数取り揃えております。

35年以内 5,000万円以内

35年以内 5,000万円以内

介 護 ロ ー ン
「 さ さ え 」

11年6ヶ月 500万円以内

15年以内 1,000万円以内

10年以内 300万円以内

10年以内 300万円以内

7年以内 200万円以内

8年以内 500万円以内

マイカーローン
車の購入から修理・車検等、車に関する費用としてご利用いただけます。
公共料金・給与振込・住宅ローンをご利用のお客さまは更にお得になります。

8年以内 500万円以内

カ ードロ ーン
急な出費や一時的な費用としてカードにより出し入れ自由にご利用いただ
けます。

3年（契約期間） 10万円～300万円

シ ル バ ー
ライフロ ーン

中央しんきんビジネス
サ ポ ート ロ ー ン

高齢者向けフリーローン。住宅資金・レジャー資金・医療（介護）資金、冠婚
葬祭資金などさまざまな資金としてご利用いただけます。

2年以上事業をされている法人企業専用で決算書の財務数字によるスコア
リングで迅速に対応し、運転資金としてご利用いただけます。

5年以内 100万円以内

住宅ローン利用者
フリーロ ーン

当金庫住宅ローン等利用者向けのフリーローンで、通常のローンよりも低
利でご利用いただけます。 10年以内 500万円以内

子 育 て 応 援
プ ラ ン

出産・子育てにかかわる資金として、お子さまの人数により低利でご利用い
ただけます。 5年以内 100万円以内

7年以内 1,000万円以内

小口事業者ローン
「 スピ ーディ」

地域事業者の小口資金需要に対応いたします。運転・設備資金としてご利
用いただけます。

6年以内 500万円以内

企業活性化支援
ロ ー ン

地域経済、中小企業の活性化支援を目的に小口資金需要に迅速に対応い
たします。運転・設備資金としてご利用いただけます。

信金中央金庫及び日本政策金融公庫・（独）住宅金融支援機構・（独）福祉医療機構などの政府系資金の代理業務や島根県、
広島県及び各市町村の制度融資を取扱っております。

7年以内 500万円以内

事業者カ ード
ロ ー ン

事業に必要な資金をスピーディーに対応できる当座貸越専用口座です。 2年（契約期間） 2,000万円以内

島中ビジネスローン
「 タ イ ム リ ー 」

中小企業者の方の育成振興を目的に中小企業者の必要とする運転資金と
してご利用いただけます。 5年以内 1,000万円以内

法人専用事業者ローン
「 チ ョ イ ス 」

企業信用格付による法人専用事業資金です。運転・設備資金としてご利用
いただけます。

7年以内 5,000万円以内

個

人

向

け

ロ

ー

ン

事

業

者

向

け

ロ

ー

ン

代理業務と制度融資

●手形貸付、証書貸付、当座貸越、手形割引をお取扱いしています。
　各商品により利率、保証料、お借入限度額、ご返済方法、お使いみち等が異なります。ご契約の際はよくご確認ください。
　お申し込みの際には、商品の内容を窓口や営業係におたずねください。なお、無理のない計画的なご利用をお勧めします。

住 宅 ロ ー ン
「 だ ん ら ん 」

住宅の新築・増改築・購入等住宅に関する資金としてご利用いただけます。
3年、5年、10年の固定金利及び変動金利が選択でき、選択期間終了時に
再度、固定金利または変動金利の選択ができ有利にご利用いただけます。

35年以内 5,000万円以内

為替・外貨の取扱い業務

種　　類 内　　容

証券業務

種　　類 内　　容

内 国 為 替

国 債

外 国 為 替

外 貨 両 替

送金・振込

代金取立

中央しんきんの本支店はもちろん、日本全国どこでも迅速・正確にご送金・お振込をいたします。また、
ＡＴＭ（現金自動預払機）でのお振込（現金またはキャッシュカード）もお取扱できます。（電信のみ）

手形・小切手などを取立てて、ご指定の口座にご入金いたします。

海外送金等を信金中央金庫を通じて取扱っております。

外国通貨や旅行小切手への両替、また、お持ち帰りの外貨を日本円に両替いたします。

個人向け国債等の販売を行っております。

保険商品販売業務

損害保険商品 商　品　名 ポ　イ　ン　ト

住 宅 ロ ー ン 関 連 の
長 期 火 災 保 険

しんきんグッドすまいる

しんきんの傷害保険

債 務 返 済 支 援 保 険

傷 害 保 険

しんきんグッドサポート

幅広い補償内容の住宅火災保険

病気やケガで働けなくなった期間の経済支援

ケガによる入院・通院を補償

生命保険商品 商　品　名 保　険　会　社 払　込　方　法

定 額 個 人 年 金 保 険

学 資 保 険

しんきんらいふ年金ＦS

個人年金保険 三井住友海上きらめき生命保険

三井住友海上きらめき生命保険

三井住友海上きらめき生命保険

フコクしんらい生命保険 一時払型

終 身 保 険
フコクしんらい生命保険しんきんらいふ終身ＦS

MS終身α

新EVER

きらめき新医療保険α

夢みる子どもの学資保険

一時払型

月払型
医 療 保 険

アメリカンファミリー生命保険

アメリカンファミリー生命保険

月払型

月払型

月払型

WAYS（ウェイズ） 月払型・一括払型

が ん 保 険 アメリカンファミリー生命保険

アメリカンファミリー生命保険

がん保険フォルテ 月払型

月払型

金利選択型≪変動・固定≫
住宅ローン 『だんらん』『だんらん』『だんらん』

【ご利用限度額】 5,000万円以内
【ご融資期間】 35年以内
【お使いみち】 住宅購入・新築・増改築資金・借換資金・諸費用支払資金
【お借入利率】 お客さまのニーズにあわせて3年、5年、10年の固定期間を設定した商品です。
　　　　　　　 変動金利も選択できます。

お取引内容により基準金利から

最大で ▲1.60％引下げ
いたします。
（基準金利は店頭にてご確認下さい）

【固定期間終了後も安心】

固定期間終了後も、その時点の基準金利から、
お取引内容により最大で▲1.60％引下げいたします。
※詳しくはお近くの本支店窓口または営業担当者までお気軽にお問合せ下さい。
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ご存知ですか？ 
貸金業法改正により、年収の3分の1を超える新規の
借入はできなくなりましたが、信用金庫はこの規制
の対象外です。
当金庫では、専業主婦の方、パート従業員の方にも
ご利用いただけるローン商品もご用意しております。

■記載計数は単位未満を切り捨てて表示しています。
■当金庫は国際業務を行っていないため、国内業務部門と国際業務部門との区別はしていません。

貸借対照表

損益計算書

剰余金処分計算書

最近5年間の主要な経営指標の推移

業務粗利益

資金運用収支の内訳

利　　　鞘

受取・支払利息の増減

利　益　率

預金積金及び譲渡性預金平均残高

定期預金残高

貸出金平均残高

貸出金残高

貸出金の担保別内訳

債務保証見返の担保別内訳

貸出金業種別内訳

貸出金使途別残高

預　貸　率

商品有価証券の種類別の平均残高

有価証券の残存期間別残高

有価証券平均残高

預　証　率

有価証券の時価に関する情報

金銭の信託の時価に関する情報

デリバティブ取引

貸倒引当金内訳

貸出金償却

金融再生法に基づく開示債権について

リスク管理債権について

自己資本の充実の状況等について 
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資 料 編
その他のサービス

種　　類 内　　　　　容

公 共 料 金 等 の 自 動 支 払 い

給与・年金・配当金自動受取り

公共料金（電気、電話、水道、ＮＨＫ、ガス）やクレジット、保険料等をご指定の預金口座から自動的に引き落
とし、お支払いいたします。

インターネットホームページから便利なサービスがご利用いただけます。
（サービス機能）　　・ 残高照会　　・ 振込、振替　　・ 入出金明細照会

電話（携帯電話を含む）を利用して、ご自宅から、外出先から、どこからでも簡単・スピーディーに金融取引
が可能です。
（サービス機能）　　・ 残高照会　　・ 振込、振替　　・ 入出金明細照会

キ ャ ッ シ ュ カ ー ド

インタ ーネットバンキング

テ レ フ ォ ン バ ン キ ン グ

お客さまの預金口座から携帯電話の「おサイフケータイ」に、その場でチャージ（入金）できるサービスです。
チャージ（入金）ができる電子マネーは「Edy（エディ）」です。

し ん き ん 携 帯
電子マネーチャージサービス

全国の都市銀行、地方銀行、労働金庫など「ＭＩＣＳ」
マークのある金融機関はもちろん、ゆうちょ銀行で
もご利用いただけます。また、全国の信用金庫では、
「しんきんゼロネットサービス」により、平日の時間
内（8時45分～18時）は手数料無料にてご利用い
ただけます。さらに山陰合同銀行、島根銀行のＡＴ
Ｍが平日時間内（8時45分～18時）は手数料無
料でご利用いただけます。

毎月の給料やボーナス、年金などをご指定の口座で自動的に受取れます。

自 動 振 込 家賃、地代、月謝等毎月決まった先へのお支払を当金庫本支店または他金融機関のご指定口座に振込いたします。

貸 金 庫 貴金属、有価証券、重要書類などお客さまの財産を安全確実にお預りいたします。

夜 間 金 庫 売り上げ代金などを営業時間外でも安全にお預りいたします。

ク レ ジ ッ ト カ ー ド ＶＩＳＡをはじめＪＣＢなどのクレジットカードのお取扱いを行っております。

キ ャ ッ シ ン グ サ ー ビ ス 金融機関系・流通信販系クレジットカードによるキャッシングサービスを行っております。

デ ビット カ ード サ ー ビ ス 加盟店の専用端末を利用し当金庫のキャッシュカードでお買物ができます。

外 貨 宅 配・買 取 サ ー ビ ス
香港上海銀行のサービスがご利用いただけます。ご希望の外国通貨・旅行小切手をご指定の場所へお届け
いたします。また、お使い残りの買取サービスもご利用いただけます。

個人向けローン商品のご案内！ インターネットから申込みOKでますます便利に！！
お使いみち自由な生活応援型ローン

カードローン「きゃっする」

フリーローン・「モア」フリーローン・「モア」フリーローン・「モア」 お使い道

♪自由♪♪自由♪ ♪スピーディー♪♪スピーディー♪

不意な出費に
手続き簡単！！

500
ご利用限度額

500万円以内万円以内

※個人向けローン商品については審査の結果、ご要望に添いかねる場合もございますので、あらかじめご了承ください。
※詳しい商品内容は、営業担当者または窓口までお気軽にご相談ください。

最高限度額300万円以内
お申し込みは「インターネット」「携帯電話」

「フリーダイヤル」で

0120-99-8761 申込コード
「1712」

マイカーローン・教育ローン・おまとめローン
リフォームローンもインターネットから
申込みいただけます。
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1．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

2．有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、その他有価証券のうち時価のあるもの

については決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）、時価を把握することが極めて困難と認

められるものについては移動平均法による原価法により行っております。なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直

入法により処理しております。

3． 金銭の信託において信託財産を構成している有価証券の評価は、上記2.と同じ方法により行っております。

4．有形固定資産(リース資産を除く)の減価償却は、定率法（ただし、平成10年4月1日以後に取得した建物（建物附属設備を除く。）につ

いては定額法）を採用しております。

　　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

　　　　建　物　20年～39年

　　　　その他 　3年～15年

5．無形固定資産(リース資産を除く)の減価償却は、定額法により償却しております。なお、自金庫利用のソフトウェアについては、金庫

内における利用可能期間（5年）に基づいて償却しております。

6. 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る｢有形固定資産｣及び｢無形固定資産｣中のリース資産の減価償却は､リース期間を耐用

年数とした定額法によっております。なお、残存価額については､リース契約上に残価保証の取決めがあるものは当該残価保証額とし､

それ以外のものは零としております。

7．外貨建資産（外国通貨）は、決算日の為替相場による円換算額を付しております。

8．貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。

 破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者(以下｢破綻先｣という。）に係る債権及びそれと同等の状況にある債務

者(以下｢実質破綻先｣という。）に係る債権については、以下のなお書きに記載されている直接減額後の帳簿価額から、担保の処分可能

見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上しております。また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻

に陥る可能性が大きいと認められる債務者（以下｢破綻懸念先｣という。）に係る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及

び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上しております。さ

らに、貸出条件緩和債権等を有する債務者で非保全額が一定以上の債務者のうち、債権の元本の回収及び利息の受け取りに係る

キャッシュ・フローを合理的に見積もることができる債権については、当該キャッシュ・フローを貸出条件緩和実施前の約定利率で割

引いた金額と債権の帳簿価額の差額を貸倒引当金とする方法(キャッシュ・フロー見積法)により引当てております。

＜追加情報＞

　このキャッシュ・フロー見積法を当事業年度より適用したことにより、引当て額は従来の方法に比べ、285百万円増加し、経常利益、

税引前当期純利益はそれぞれ285百万円減少しております。

 上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき計上しております。

　すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、各営業店及び資産査定委員会（営業関連部署）が資産査定を実施し、当該部署から独

立した監査部（資産監査部署）が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当てを行っております。

　なお、当事業年度より破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及び保証による回収

が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額しており、その金額は2,714百万円であります。

9．賞与引当金は、職員への賞与の支払いに備えるため、職員に対する賞与の支給見込額のうち、当事業年度に帰属する額を計上してお

ります。

10．退職給付引当金は、職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、必要額を計

上しております。また、数理計算上の差異の費用処理方法は次のとおりであります。

　　　数理計算上の差異　　各発生年度の職員の平均残存勤務期間内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額を（それぞ

れ発生の翌事業年度から）費用処理

　 また、当金庫は、複数事業主（信用金庫等）により設立された企業年金制度（総合設立型厚生年金基金）に加入しており、当金庫の拠出に

対応する年金資産の額を合理的に計算することができないため、当該年金制度への拠出額を退職給付費用として処理しております。

　 なお、当該企業年金制度全体の直近の積立状況及び制度全体の拠出等に占める当金庫の割合並びにこれらに関する補足説明は次の

とおりであります。

①制度全体の積立状況に関する事項（平成22年3月31日現在）

　　　年金資産の額　　　　　　　　　　　 1,352,356百万円

　　　年金財政計算上の給付債務の額　　　 1,623,781百万円

　　　差引額　　　　　　　　　　　　　　 △271,424百万円

②制度全体に占める当金庫の掛金拠出割合（平成22年3月31日現在）

　　　0.2382％

第37期〈平成23年3月31日現在〉貸借対照表注記事項

資産の部 (単位：百万円）

科　　　目

（ 資 産 の 部 ）

第36期
＜平成22年3月31日現在＞

第37期
＜平成23年3月31日現在＞

現　　　　　　　　金

預　　　け　　　金

金　銭　の　信　託

有　　価　　証　　券

  国　　　　　　債

  地　　方　　債

  社　　　　　　債

  株　　　　　　式

  そ の 他 の 証 券

貸　　　出　　　金

  割　引　手　形

  手　形　貸　付

  証　書　貸　付

  当　座　貸　越

そ の 他 資 産

  未 決 済 為 替 貸

  信金中金出資金

  未　収　収　益

  そ の 他 の 資 産

有 形 固 定 資 産

  建　　　　　　物

  土　　　　　　地

 リ ー ス 資 産

その他の有形固定資産

無 形 固 定 資 産

  ソ フ ト ウ ェ ア

 リ ー ス 資 産

その他の無形固定資産

繰 延 税 金 資 産

債 務 保 証 見 返

貸　倒　引　当　金

  （うち個別貸倒引当金）

資 産 の 部 合 計

4,665

35,262

1,444

26,308

5,238

1,322

12,448

111

7,186

112,249

1,260

8,601

95,159

7,228

1,093

10

585

363

133

2,399

604

1,439

50

306

38

11

5

21

638

1,836

△ 3,266

△2,441

182,671

4,634

32,702

1,356

23,512

3,802

949

12,314

127

6,318

118,827

1,455

10,191

99,210

7,969

1,214

14

585

409

205

2,526

631

1,423

33

438

37

8

7

21

667

1,922

△ 5,809

△5,214

181,592

（ 　　　　）

負債及び純資産の部 (単位：百万円）

科　　　目

（ 負 債 の 部 ）

（ 純 資 産 の 部 ）

第36期
＜平成22年3月31日現在＞

第37期
＜平成23年3月31日現在＞

預　　金　　積　　金

当　座　預　金

普　通　預　金

貯　蓄　預　金

通　知　預　金

定　期　預　金

定　期　積　金

そ の 他 の 預 金

借　　　用　　　金

 借 　 入 　 金

 当 座 借 越

そ　の　他　負　債

未 決 済 為 替 借

未　払　費　用

給付補てん備金

未 払 法 人 税 等

前　受　収　益

払 戻 未 済 金

払 戻 未 済 持 分

職 員 預 り 金

リ ー ス 債 務

資 産 除 去 債 務

そ の 他 の 負 債

賞　与　引　当　金

退 職 給 付 引 当 金

役員退職慰労引当金

睡眠預金払戻損失引当金

偶 発 損 失 引 当 金

再評価に係る繰延税金負債

債　　務　　保　　証

負 債 の 部 合 計

168,489

2,529

45,283

963

85

109,678

8,832

1,116

2,650

1,450

1,200

918

27

598

18

7

118

9

4

36

41

－

56

140

165

84

9

27

175

1,922

174,582

167,054

2,498

46,836

878

97

107,680

7,934

1,127

5,250

1,350

3,900

814

19

462

16

7

111

7

0

36

55

27

69

140

181

91

8

31

170

1,836

175,578

出　　　資　　　金

普 通 出 資 金

優 先 出 資 金

資　本　剰　余　金

 資 本 準 備 金

利　益　剰　余　金

  利 益 準 備 金

  その他利益剰余金

特 別 積 立 金

 （うち体質強化積立金）

  当期未処分剰余金

処 分 未 済 持 分

会 員 勘 定 合 計

その他有価証券評価差額金

土地再評価差額金

評価・換算差額等合計

純 資 産 の 部 合 計

負債及び純資産の部合計

1,939

1,689

250

250

250

4,492

1,210

3,282

2,600

（1,300）

682

△ 7

6,673

50

284

335

7,009

181,592

1,931

1,681

250

250

250

4,657

1,300

3,357

3,000

(1,500)

357

△ 15

6,823

△ 3

273

269

7,093

182,671

貸借対照表



ディスクロージャー誌 2011

3332

　 再評価を行った年月日　　　　　平成11年3月31日

　 同法律第3条第3項に定める再評価の方法

　　 土地の再評価に関する法律施行令（平成10年3月31日公布政令第119号）第2条第5号に定める方法（不動産鑑定士による鑑定

評価及び固定資産税評価）に基づいて、合理的な調整を行って算出

同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の当事業年度末における時価の合計額と当該事業用土地の再評価後の帳簿価

額の合計額との差額　　508百万円

28．出資1口当たりの純資産額　1,974円51銭

29．金融商品の状況に関する事項

（1）金融商品に対する取組方針

当金庫は、預金業務、融資業務及び市場運用業務などの金融業務を行っております。

このため、金利変動による不利な影響が生じないように、資産及び負債の総合的管理（ALM）をしております。

（2）金融商品の内容及びそのリスク

当金庫が保有する金融資産は、主として事業地区内のお客様に対する貸出金です。

また、有価証券は、主に債券、投資信託及び株式であり、満期保有目的、純投資目的及び事業推進目的で保有しております。

これらは、それぞれ発行体の信用リスク及び金利の変動リスク、市場価格の変動リスクに晒されております。

一方、金融負債は主としてお客様からの預金であり、流動性リスクに晒されております。

（3）金融商品に係るリスク管理体制

①信用リスクの管理

当金庫は、信用リスク管理要領等の諸規定を定め、信用リスクを管理しております。

具体的には、貸出資産の健全性の向上を図るため､融資案件の審査・管理､貸出金の信用リスク管理を行う審査部・融資管理部を

設置しております。融資審査にあたっては､融資に関する基本原則を遵守し､事業計画や資金使途の妥当性､返済能力､担保などを総

合的に評価し厳正な審査をしております。さらに､一定金額以上の融資案件や一定融資残高以上の融資先の案件などについては､融

資特別審議委員会において審議する等、一層厳格な審査体制としております。

また、一連の信用リスク管理の状況については､リスク管理委員会で協議・検討を行うとともに､必要に応じて経営陣に報告して

おります。

なお、有価証券の発行体の信用リスクは経営企画部において、信用情報や時価の把握を定期的に行うことで管理しております。

②市場リスクの管理

当金庫は､市場リスク管理要領等の諸規定を定め、ALMによって金利変動リスク及び価格変動リスクを管理しております。

(ⅰ) 金利リスクの管理

経営企画部において、一定の金利ショックを想定した場合における銀行勘定の金利リスク量の計測や金利更改を勘案した期

間収益シミュレーションによる収益への影響度､新商品等の導入による影響など､ALM管理システムや証券管理システムにより

計測を行い、リスク管理委員会で協議・検討を行うとともに､必要に応じて経営陣に報告しております。

(ⅱ) 価格変動リスクの管理

市場運用商品（有価証券）の保有については、リスク管理委員会の方針に基づき、理事会の監督の下、余資運用方針及び有価

証券運用方針に従い行われております。

このうち、経営企画部では、市場運用商品の購入を行っており、事前審査、投資限度額の設定のほか、時価評価及び最大損失

額によるリスク量の計測を行い、継続的なモニタリングを通じて価格変動リスクの軽減を図っております。

これらの情報は経営企画部を通じ、リスク管理委員会及び理事会において定期的に報告されております。

(ⅲ) 市場リスクに係る定量的情報

当金庫では、｢預け金｣、｢有価証券｣、｢貸出金｣、｢預金積金｣、｢借用金｣の市場リスク量をＶaＲにより四半期(｢有価証券｣は月

次)で計測し、「有価証券」については、取得したリスク量がリスク限度額の範囲内となるよう管理しています。

当金庫のＶaＲは分散共分散法(保有期間240日、信頼区間99％、観測期間1,200営業日)により算出しており、平成23年3

月31日現在で当金庫の市場リスク量(損失額の推計値)は、全体で1,596百万円です。

③資金調達に係る流動性リスクの管理

当金庫は、流動性リスク管理要領等の諸規定を定め、流動性リスクを管理しております。

具体的には､余裕資金の運用に関して、流動性の高い運用商品への投資に努めるとともに､経営企画部が資金繰りの状況を日次､

週次､旬次､月次ベースで算出し、預金に対する支払い可能資産の保有割合（支払準備率）により､適正な流動性の維持､管理を行って

おります。

これらの情報は経営企画部を通じ、リスク管理委員会及び理事会において定期的に報告されております。

③補足説明

　上記①の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高271,424百万円であります。本制度における過去勤務債務の償

却方法は期間16年10カ月の元利均等償却であり、当金庫は、当事業年度の財務諸表上、特別掛金49百万円を費用処理しております。

　なお、特別掛金の額は、予め定められた掛金率を掛金拠出時の標準給与の額に乗じることで算定されるため、上記②の割合は当金庫

の実際の負担割合とは一致しません。

11．役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支給に備えるため、役員に対する退職慰労金の支給見積額のうち、当事業年度末ま

でに発生していると認められる額を計上しております。

12. 睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について､預金者からの払い戻し請求に備えるため、将来の払戻請求に応じ

て発生する損失を見積り、必要と認める額を計上しております。

13. 偶発損失引当金は､信用保証協会への負担金の支払いに備えるため､将来の負担金支払見込額を計上しております。

14. 所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年4月1日前に開始する事業年度に属するものについ

ては、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。

15．消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっております。

16．理事及び監事との間の取引による理事及び監事に対する金銭債権総額　1,389百万円

17．有形固定資産の減価償却累計額　　2,270百万円

18．有形固定資産の圧縮記帳額　　289百万円

19．貸借対照表に計上した固定資産のほか、電子計算機及び事務機器の一部については、所有権移転外ファイナンス・リース契約により

使用しております。

20．貸出金のうち、破綻先債権額は435百万円、延滞債権額は11,083百万円であります。

　　なお、破綻先債権とは、元本または利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本または利息の取立てま

たは弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」

という。）のうち、法人税法施行令（昭和40年政令第97号）第96条第1項第3号のイからホまでに掲げる事由または同項第4号に規

定する事由が生じている貸出金であります。

　　また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建または支援を図ることを目的として利息

の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。

21．貸出金のうち、3ヵ月以上延滞債権額は30百万円であります。

　　なお、3ヵ月以上延滞債権とは、元本または利息の支払が約定支払日の翌日から3ヵ月以上遅延している貸出金で破綻先債権及び

延滞債権に該当しないものであります。

22．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は1,497百万円であります。

　　なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建または支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶

予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び3ヵ月以上延滞債権に該当しないも

のであります。

23．破綻先債権額、延滞債権額、3ヵ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は13,047百万円であります。

　　なお、20．から23．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

24．ローン・パーティシペーションで、平成7年6月1日付日本公認会計士協会会計制度委員会報告第3号に基づいて、参加者に売却した

ものとして会計処理した貸出金の元本の期末残高の総額は、75百万円であります。

25．手形割引は、公認会計士協会業種別監査委員会報告第24号に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入れた商

業手形は、売却または（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は1,260百万円であります。

26．担保に供している資産は次のとおりであります。

　　　担保に供している資産

有価証券 　　　　 　204百万円

預 け 金　　　　 10,505百万円

　　　担保資産に対応する債務

預　　金　　     575百万円

借 用 金　　　　　5,250百万円

　　上記のほか、為替決済の担保として、預け金4,500百万円を差し入れております。

27．土地の再評価に関する法律（平成10年3月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、評価差額については、

当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債勘定に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額

金」として純資産の部に計上しております。
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31．有価証券の時価及び評価差額等に関する事項は次のとおりであります。これらには、「国債」、「地方債」、「社債」、「株式」、

「その他の証券」が含まれております。以下、32．も同様であります。

（1）満期保有目的の債券　

（＊1）非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから時価開示の対象とはしておりません。
（＊2）当事業年度において、非上場株式について0百万円減損処理を行っております。
（＊3）組合出資金のうち、組合財産が非上場株式など時価を把握することが極めて困難と認められるもので構成されているものについては、
　　  時価開示の対象とはしておりません。

（＊1）預け金のうち、流動性預け金は｢1年以内｣に含めております。
（＊2）貸出金のうち、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等、償還予定額が見込めないもの、期間の定めがないものは含めておりません。

（＊）預金積金のうち、要求払預金は「1年以内」に含め、定期性預金のうち、満期日を経過した預金は期間の定めがないものとして含めておりません。

区　　分

合　　計

貸借対照表計上額
非上場株式（＊1）（＊2）
組合出資金等（＊3）

38
32
71

（注3）金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額

（注4）借用金及びその他の有利子負債の決算日後の返済予定額

（注2）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は次のとおりであり、金融商品の時価情報には含まれておりません。

預け金（＊1）
有価証券
　満期保有目的の債券
　その他有価証券のうち満期があるもの
貸出金（＊2）

13,291
3,203
387

2,816
22,415
38,909

21,971
11,690
846

10,844
36,806
70,467

－
7,276
1,201
6,075
24,426
31,702

－
2,893
400

2,493
16,130
19,023

1年以内

合　　計

1年超
5年以内

5年超
10年以内 10年超

預金積金（＊）
借用金

132,462
4,000

136,462

33,608
520

34,128

6
500
506

199
230
429

1年以内

合　　計

1年超
5年以内

5年超
10年以内 10年超

時価が貸借対照表
計上額を超えるもの

時価が貸借対照表
計上額を超えないもの

国　債
地方債
社　債
その他
　　小　計
社　債
その他
　　小　計

282
729

1,339
100

2,451
83
300
383

2,834

284
750

1,389
100

2,525
82
273
355

2,880

2
21
49
0
73
△1
△26
△27
45

種　　類 貸借対照表計上額 時　　価 差　　額

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）

合　　計

（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれております。当

該価額の算定においては、一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なることもあり

ます。

なお、一部の金融商品については、簡便な計算により算出した時価に代わる金額を含めて開示しております。

30．金融商品の時価等に関する事項

平成23年3月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりであります（時価等の算定方法については（注

1）参照）。なお、時価を把握することが極めて困難と認められる非上場株式等は、次表には含めておりません（（注2）参照）。

また、重要性の乏しい科目については記載を省略しております。

（注1）金融商品の時価等の算定方法

金融資産

（1）現金

現金のうち、外国通貨については期末為替レートによっております。外国通貨以外の現金については、帳簿価格を時価としております。

（2）預け金

満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。満期のある預け金につ

いては、残存期間に基づく区分ごとに、新規に預け金を行った場合に想定される適用金利で割り引いた現在価値を算定しております。

（3）有価証券

株式は取引所の価格、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によっております。投資信託は、公表されている基準

価格によっております。

なお、保有目的区分ごとの有価証券に関する注記事項については31.から32.に記載しております。

（4）貸出金

貸出金は、以下の①～②の合計額から、貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除する方法により算定し、その算出

結果を時価に代わる金額として記載しております。

①破綻懸念先債権、実質破綻先債権及び破綻先債権等、将来キャッシュ・フローの見積りが困難な債権については、貸借対照表中の

貸出金勘定に計上している額（貸倒引当金控除前の額。以下「貸出金計上額」という。）

② ①以外の債権については、貸出金の期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額を市場金利（LIBOR、SWAP、JGB）で割り引いた

価額

金融負債

（1）預金積金

要求払預金については、決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみなしております。また、定期預金の時価は、一定期間ご

とに区分して、将来のキャッシュ・フローを割り引いて現在価値を算定しております。その割引率は、新規に預金を受け入れる際に使用す

る利率を用いております。

（2）借用金

借用金については、一定の期間ごとに区分した借用金の元利金の合計額を市場金利（SWAP）で割り引いて現在価値を算定し、その算

出結果を時価に代わる金額として記載しております。

（単位：百万円）

貸借対照表
計　上　額 時　　価 差　　額

(1)　現金
(2)　預け金
(3)　有価証券
　　　満期保有目的の債券
　　　その他有価証券
(4)　貸出金（＊1）
　　　貸倒引当金（＊2）

(1)　預金積金
(2)　借用金（＊1）

4,665
35,262

2,834
23,402
112,249
△3,258

108,991

175,154

172,304

167,054
5,250

4,665
35,292

2,880
23,402

111,935

178,174

172,504

167,225
5,279

－
30

46
－

2,944

3,020

200

171
29

金融資産計

金融負債計
（＊1）貸出金、借用金の「時価」には、「簡便な計算により算出した時価に代わる金額」を記載しております。
（＊2）貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。
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35．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条

件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高

は、25,521百万円であります。このうち原契約期間が1年以内のもの（または任意の時期に無条件で取消可能なもの）が10,269百

万円あります。

　　なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ずしも当金庫の将来の

キャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事

由があるときは、当金庫が実行申し込みを受けた融資の拒絶または契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられてお

ります。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている金庫内手

続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。

36．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ以下のとおりであります。

37．(会計方針の変更)

　　当事業年度から｢資産除去債務に関する会計基準｣(企業会計基準第18号平成20年3月31日)及び｢資産除去債務に関する会計基

準の適用指針｣(企業会計基準適用指針第21号平成20年3月31日)を適用しております。

　　これにより、経常利益及び税引前当期純利益はそれぞれ0百万円、24百万円減少しております。

　　　　繰延税金資産

　　　　　貸倒引当金損金算入限度額超過額

　　　　　貸出金償却

　　　　　退職給付引当金

　　　　　賞与引当金

　　　　　繰越欠損金

　　　　　その他

　　　　繰延税金資産小計

　　　　評価性引当額

　　　　繰延税金資産合計

　　　　繰延税金負債

　　　　　資産除去債務相当割引価値残高

　　　　繰延税金負債合計

　　　　繰延税金資産の純額

1,502百万円

195百万円

56百万円

43百万円

405百万円

323百万円

2,526百万円

△1,887百万円

639百万円

0百万円

0百万円

638百万円

（注）時価は､把握が困難であることから記載しておりません。

貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

債　　券
　国　債
　地方債
　社　債
そ の 他
　  小　計
株　　式
債　　券
　国　債
　地方債
　社　債
そ の 他
　  小　計

12,534
3,568
204

8,761
3,863
16,398

73
4,040
1,387
389

2,263
2,890
7,003
23,402

0
906
303
603

1,493
2,400

－
7
3
3
68
75

2
－
－
－
30
33

12,312
3,486
199

8,626
3,809
16,122

84
4,091
1,395
395

2,301
3,106
7,283
23,405

221
82
4

135
54
276
△11
△51
△8
△5
△38
△216
△279
△3

種　　類

売　却　額 売却益の合計額 売却損の合計額

貸借対照表計上額 取得原価 差　　額
（単位：百万円）

（単位：百万円）

合　　計

合　　計

（2）その他有価証券　

32．当事業年度中に売却したその他有価証券　

33．運用目的の金銭の信託　

34．満期保有目的の金銭の信託

株　　式

債　　券

　国　債

　社　債

そ の 他

1,244 △12
貸借対照表計上額 当事業年度の損益に含まれた評価差額

（単位：百万円）

（単位：百万円）

運用目的の金銭の信託

貸借対照表

計上額

うち
時価が貸借
対照表計上
額を超える
もの

うち
時価が貸借
対照表計上
額を超えな
いもの

時　　価 差　　額

満期保有目的の金銭の信託 200 － － － －
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1．記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

2．出資1口当たり当期純利益金額　　60円86銭

3．その他の特別損失には、資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額23,632千円を含んでおります。

4．地価の下落が生じた出雲市内等の遊休資産（土地）について、帳簿価格を回収可能価額まで減額し、当該減少額11,342千円を減損

損失として特別損失に計上しております。    

　 資産のグルーピングについては、営業店舗は管理会計上の最小区分である営業店単位とし、本部等の独立したキャッシュフローを生

み出さないものは、共用資産としております。また、遊休資産については、個々の物件を単位としております。

　 なお、回収可能価額の算定は、正味売却価額によっており、固定資産税評価額等を基礎としております。

剰余金処分計算書

科　　　目 第36期
〈平成21年4月1日～平成22年3月31日〉

第37期
〈平成22年4月1日～平成23年3月31日〉

当 期 未 処 分 剰 余 金

計  　  

剰 余 金 処 分 額

利　益　準　備　金

普通出資に対する配当金

（　配　当　率　）

優先出資に対する配当金

（　配　当　率　）

特 別 積 立 金

（体質強化積立金）

次　期　繰　越　金

357,699,718

357,699,718

215,217,008

50,000,000

50,217,008

(年3％）

15,000,000

（年12％）

100,000,000

(－)

142,482,710

682,600,424

682,600,424

555,558,552

90,000,000

50,558,552

（年3％）

15,000,000

（年12％）

400,000,000

（200,000,000）

127,041,872

　貸借対照表、損益計算書及び剰余金処分計算書については、信用金庫法第38条の2第3項の規定に基づき、会計監査人有限責任監

査法人トーマツの監査を受け、適正に表示されている旨の監査報告を受理しております。

(単位：円）

会計監査人による監査

　平成22年度における貸借対照表、損益計算書及び剰余金処分計算書（以下、「財務諸表」という。）の適正性、及び財務諸表作成に係る

内部監査の有効性を確認しております。

代表理事による財務諸表の適正性・有効性の確認

平成23年6月25日

島根中央信用金庫

第37期〈平成22年4月1日～平成23年3月31日〉

（注）優先出資に対する配当金は、年12％としておりますが、1口500円に対し2,000円のお払込みをいただいており、払込金額に対する配当利回りは年3％となっております。

損益計算書注記事項
科　　　目

第36期
〈平成21年4月1日～平成22年3月31日〉

第37期
〈平成22年4月1日～平成23年3月31日〉

経　　常　　収　　益

資 金 運 用 収 益

貸 出 金 利 息

預 け 金 利 息

有価証券利息配当金

その他の受入利息

役務取引等収益

受入為替手数料

その他の役務収益

その他業務収益

国債等債券売却益

国債等債券償還益

その他の業務収益

その他経常収益

株式等売却益

金銭の信託運用益

その他の経常収益

経　　常　　費　　用

資 金 調 達 費 用

預　金　利　息

給付補てん備金繰入額

借 用 金 利 息

その他の支払利息

役務取引等費用

支払為替手数料

その他の役務費用

その他業務費用

外国為替売買損

国債等債券売却損

国債等債券償還損

その他の業務費用

経　　　　　　 費

人　　件　　費

物　　件　　費

税　　　　　金

その他経常費用

貸倒引当金繰入額

貸 出 金 償 却

株式等売却損

株 式 等 償 却

金銭の信託運用損

その他資産償却

その他の経常費用

経　　常　　利　　益

特　　別　　利　　益

固定資産処分益

償却債権取立益

その他の特別利益

特　　別　　損　　失

固定資産処分損

減　損　損　失

その他の特別損失

税引前当期純利益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

法 人 税 等 合 計

当　期　純　利　益

前　期　繰　越　金

土地再評価差額金取崩額

当期未処分剰余金

4,500,883

4,114,645

3,511,331

300,039

303,267

6

283,928

115,906

168,022

87,765

35,244

342

52,178

14,543

1,485

9,977

3,081

3,816,230

434,163

401,209

15,418

17,337

197

286,262

32,354

253,907

38,635

134

7,052

27,138

4,310

2,958,711

2,070,596

846,130

41,984

98,458

18,631

－

18,976

2,211

－

1,882

56,756

684,652

14,871

－

14,870

0

89,851

50,002

39,717

130

609,672

7,719

47,237

54,956

554,716

113,367

14,516

682,600

4,500,883

4,114,645

3,511,331

300,039

303,267

6

283,928

115,906

168,022

87,765

35,244

342

52,178

14,543

1,485

9,977

3,081

3,816,230

434,163

401,209

15,418

17,337

197

286,262

32,354

253,907

38,635

134

7,052

27,138

4,310

2,958,711

2,070,596

846,130

41,984

98,458

18,631

－

18,976

2,211

－

1,882

56,756

684,652

14,871

－

14,870

0

89,851

50,002

39,717

130

609,672

7,719

47,237

54,956

554,716

113,367

14,516

682,600

4,245,989

3,819,547

3,230,654

260,773

315,616

12,503

287,132

112,250

174,881

133,630

66,954

7,982

58,693

5,679

753

1,838

3,086

3,980,508

296,530

264,176

12,352

19,817

183

272,671

32,779

239,892

31,992

501

－

30,505

986

2,899,577

2,003,448

854,839

41,289

479,737

325,573

83,249

6,693

785

12,296

4,871

46,268

265,480

32,748

18,712

10,893

3,142

45,741

8,775

11,342

25,622

252,488

7,719

25,460

33,179

219,309

127,041

11,348

357,699

(単位：千円）

損益計算書
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区　　　分 平成21年度 平成22年度

2.07

1.78

0.29

2.25

1.90

0.35

(単位：％）

資 金 運 用 利 回

資 金 調 達 原 価 率

総 資 金 利 鞘

利　益　率  
区　　　分 平成21年度 平成22年度

0.14

0.11

0.36 

0.29 

(単位：％）

総 資 産 経 常 利 益 率

総 資 産 当 期 純 利 益 率

預金積金及び譲渡性預金平均残高
区　　　分 平成21年度 平成22年度

60,392

43,484

117,274

108,887

36

413

178,079

－

178,079

57,871

42,522

118,725

109,649

37

420

177,017

－

177,017

 流 　 動 　 性 　 預 　 金

   う ち 有 利 息 預 金

 定 　 期 　 性 　 預 　 金

   うち固定金利定期預金

   うち変動金利定期預金

 そ　　　　　の　　　　　他

 計　　　　　　

 譲　　渡　　性　　預　　金

 合　　　　　　　　　　　計

（単位：百万円）

受取・支払利息の増減  

区　　　分
残高による増減

平成21年度 平成22年度

利率による増減 純増減 残高による増減 利率による増減 純増減

△ 104,328

△ 153,469

33,829

－

13,188

4,589

1,649

－

2,950

－

△ 190,769

△ 127,208

△ 73,095

－

△ 839

△ 141,240

△ 141,748

－

△ 470

－

△ 295,097

△ 280,677

△ 39,265

－

12,348

△ 136,651

△ 140,098

－

2,480

－

31,739

30,930

5,905

－

△ 5,099

14,876

△ 383

－

15,285

－

△ 251,046

△ 257,456

△ 11,468

－

25,214

△ 106,061

△ 106,488

－

△ 395

－

△ 219,306

△ 226,526

△ 5,563

－

20,114

△ 91,185

△ 106,872

－

14,890

－

受 取 利 息

 う ち 貸 出 金

 う ち 預 け 金

 うち 商 品 有 価 証 券

 う ち 有 価 証 券

支 　 払 　 利 　 息

 う ち 預 金 積 金

 う ち 譲 渡 性 預 金

 う ち 借 用 金

 うちコマーシャル・ペーパー

（注）　1．残高及び利率の増減要因が重なる部分については、利率による増減要因に含める方法によって算出しております。
　　　2．国内業務部門のみを取扱っており、国際業務部門は取扱っておりません。

1. 流動性預金 ＝ 当座預金 + 普通預金 + 貯蓄預金 + 通知預金 
2. 定期性預金 ＝ 定期預金 + 定期積金  
    固定金利定期預金 ： 預入時に満期日までの利率が確定する定期預金  
    変動金利定期預金 ： 預入期間中の市場金利の変化に応じて金利が
　　　　　　　　　　   変動する定期預金    
3. 国内業務部門と国際業務部門の区別はしておりません。

（注）

(単位：千円）

総資産経常（当期純）利益率 ＝  × 100
経常（当期純）利益 

総資産（除く債務保証見返）平均残高 

定期預金残高
区　　　分 平成21年度 平成22年度

107,680

107,650

28

2

109,678

109,638

36

2

定 　 期 　 預 　 金

  固 定 金 利 定 期 預 金

変 動 金 利 定 期 預 金

  そ 　 の 　 他

(単位：百万円）

（注）

利　鞘  

業務粗利益

区　　　分

千円

千円

千円

百万円

百万円

百万円

万口

万口

万口

百万円

百万円

百万円

百万円

百万円

%

円

円

人

平成18年度

3,319,503

△ 2,292,371

△ 2,757,052

1,724

1,724

－

344

344

－

5,797

194,061

184,096

128,279

18,575

6.52

15

－

302

平成19年度

4,825,301

318,600

106,435

1,960

1,710

250

367

342

25

6,104

183,410

173,531

121,349

22,266

7.48

15

60

300

平成20年度 平成21年度

4,771,419

288,351

249,039

1,948

1,698

250

364

339

25

6,017

179,948

168,964

124,061

23,282

8.06

15

60

287

4,500,883

684,652

554,716

1,939

1,689

250

362

337

25

7,009

181,592

168,489

118,827

23,512

9.09

15

60

276

平成22年度

4,245,989

265,480

219,309

1,931

1,681

250

361

336

25

7,093

182,671

167,054

112,249

26,308

9.62

15

60

274

経 常 収 益

経常利益（△は経常損失）

当期純利益（△は当期純損失）

出 資 総 額

普 通 出 資

優 先 出 資

出 資 総 口 数

普 通 出 資

優 先 出 資

純 資 産 額

総 資 産 額

預 金 積 金 残 高

貸 出 金 残 高

有 価 証 券 残 高

単 体 自 己 資 本 比 率

普通出資に対する配当金（出資１口当たり）

優先出資に対する配当金（出資1口当たり）

職 員 数

区　　　分 平成21年度 平成22年度

3,525,271

3,819,547

294,276

14,460

287,132

272,671

101,638

133,630

31,992

3,641,370

1.97%

3,683,717

4,114,645

430,927

△ 2,333

283,928

286,262

49,130

87,765

38,635

3,730,514

2.04%

資　金　運　用　収　支

 資 金 運 用 収 益

 資 金 調 達 費 用

役 務 取 引 等 収 支

 役 務 取 引 等 収 益

 役 務 取 引 等 費 用

そ の 他 業 務 収 支

 そ の 他 業 務 収 益

 そ の 他 業 務 費 用

業 務 粗 利 益

業 務 粗 利 益 率

資金運用収支の内訳  

区　　　分
平成21年度

平 均 残 高　（百万円） 利  息　（千円） 利  回  り　（％）

平成22年度 平成21年度 平成22年度 平成21年度 平成22年度

182,498

120,214

37,848

－

23,949

176,924

177,017

－

1,215

－

183,956

114,762

43,490

－

24,993

178,136

178,079

－

1,428

－

4,114,645

3,511,331

300,039

－

303,267

430,927

416,628

－

17,337

－

3,819,547

3,230,654

260,773

－

315,616

294,276

276,529

－

19,817

－

2.25

2.92

0.79

－

1.26

0.24

0.23

－

1.42

－

2.07

2.81

0.59

－

1.26

0.16

0.15

－

1.38

－

資 金 運 用 勘 定

 う ち 貸 出 金

 う ち 預 け 金

うち 商 品 有 価 証 券

 う ち 有 価 証 券

資 金 調 達 勘 定

 う ち 預 金 積 金

 う ち 譲 渡 性 預 金

 う ち 借 用 金

 うちコマーシャル・ペーパー

1．「資金調達費用」は、金銭の信託運用見合費用（平成21年度 3,235千円、平成22年度 2,254千円）を控除して表示しております。   
2．業務粗利益率＝業務粗利益／資金運用勘定平均残高×100      
3．国内業務部門のみを取扱っており、国際業務部門は取扱っておりません。

(単位：千円）

（注）

（注）

（注）

1. 「単体自己資本比率」は、信用金庫法第89条第1項において準用する銀行法第14条の2の規程に基づき、信用金庫がその保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適切か
どうかを判断するために金融庁長官が定める基準に係る算式に基づき算出しております。
なお、当金庫は国内基準を採用しております。また、平成18年11月6日に出雲信用組合と合併しておりますとともに、平成18年度(平成19年3月末)より従来の方法と異なり、新基準
でありますバーゼルⅡ(新しい自己資本比率規制)により算出しております。

2. 平成19年度の優先出資に対する配当金(出資1口当たり)は、配当率により年換算した金額を記載しております。

最近5年間の主要な経営指標の推移

1.資金運用勘定は無利息預け金の平均残高(平成21年度42,567千円、平成22年度44,391千円)を、資金調達勘定は金銭の信託運用見合額の平均残高(平成21年度 1,348百万
円、平成22年度 1,408百万円)及び利息(平成21年度3,235千円、平成22年度 2,254千円)を、それぞれ控除して表示しております。
2.国内業務部門のみを取扱っており、国際業務部門は取扱っておりません。
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商品有価証券の種類別の平均残高    

（注）
1. 預貸率　＝

2. 国内業務部門のみを取扱っており、国際業務部門は取扱っておりません。

× 100 
貸出金

預金積金 + 譲渡性預金

区　　　分 平成21年度 平成22年度

67.19

64.44

70.52

67.91

(単位：％）

期 末 預 貸 率

期 中 平 均 預 貸 率

該当ありません。

有価証券の残存期間別残高    
平成21年度

区　　　分 1年以下 1年超3年以下 3年超5年以下 5年超7年以下 7年超10年以下 10年超 期間の定めのないもの 合　計

(単位：百万円）

国 債

地 方 債

短 期 社 債

社 債

株 式

外 国 証 券

そ の 他 の 証 券

平成22年度

区　　　分 1年以下

230

－

－

2,269

－

603

100

1年超3年以下

329

－

－

2,809

－

2,014

314

3年超5年以下

－

433

－

4,034

－

1,303

450

5年超7年以下

316

295

－

910

－

300

74

7年超10年以下

2,849

396

－

1,834

－

298

9

10年超

1,512

196

－

590

－

594

－

期間の定めのないもの

－

－

－

－

111

－

1,122

合　計

5,238

1,322

－

12,448

111

5,114

2,071

717

－

－

2,613

－

99

－

458

－

－

3,370

－

1,310

255

103

－

－

4,277

－

1,009

472

－

749

－

1,166

－

702

161

1,417

199

－

887

－

600

156

1,105

－

－

－

－

800

－

－

－

－

－

127

－

750

3,802

949

－

12,314

127

4,522

1,796

(単位：百万円）

国 債

地 方 債

短 期 社 債

社 債

株 式

外 国 証 券

そ の 他 の 証 券

有価証券平均残高    

国 債

地 方 債

短 期 社 債

社 債

株 式

外 国 証 券

そ の 他 の 証 券

合 計

平成21年度 平成22年度

3,347

922

247

13,043

175

4,251

1,960

23,949

4,258 

1,144 

314 

11,993 

127 

5,005 

2,149 

24,993

(単位：百万円）

区　　　分

預貸率

貸出金使途別残高

区　　　分
平成21年度

貸出金残高 構成比 貸出金残高 構成比

平成22年度

45,517

73,309

118,827

38.31

61.69

100.00

45,438

66,811

112,249

40.48%

59.52%

100.00% 

(単位：百万円、％）

設 備 資 金

運 転 資 金

合　　　　　　　　計

区　　　分 平成21年度 平成22年度

112,249

81,036

31,213

118,827

82,809

36,017

貸 　 出 　 金

  変 動 金 利

固 定 金 利

貸出金の担保別内訳

（注）　国内業務部門と国際業務部門の区別はしておりません。                    

（注）　業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。

科　　　目 平成21年度 平成22年度

9,244

96,980

7,342

1,194

114,762

10,503

100,226

8,135

1,348

120,214

(単位：百万円）

手 形 貸 付

証 書 貸 付

当 座 貸 越

割 引 手 形

合　　　　　　　　計

区　　　分 平成21年度 平成22年度

2,001

12

－

25,804

3

27,822

31,699

41,935

10,792

112,249

2,267

18

－

27,350

3

29,639

31,965

47,357

9,864

118,827

(単位：百万円）

当 金 庫 預 金 積 金

有 価 証 券

動 産

不 動 産

そ の 他

計

信用保証協会・信用保険

保 証

信 用

合　　　　　　　　計

債務保証見返の担保別内訳
区　　　分 平成21年度 平成22年度

－

－

－

748

－

748

55

1,032

－

1,836

－

－

－

754

－

754

70

1,097

－

1,922

(単位：百万円）

当 金 庫 預 金 積 金

有 価 証 券

動 産

不 動 産

そ の 他

計

信用保証協会・信用保険

保 証

信 用

合　　　　　　　　計

貸出金残高
(単位：百万円）

貸出金業種別内訳
(単位：百万円、％）

区　　　分
平成21年度

貸出先数 貸出金残高 構 成 比 貸出先数

平成22年度

313

20

26

6

584

9

3

63

648

12

135

5

20

42

259

116

10

48

244

2,563

10

13,051

15,624

10,587

73

159

194

16,757

128

82

2,180

15,482

1,983

10,301

290

410

1,859

3,778

2,011

236

3,587

6,768

76,873

9,664

32,289

118,827

8.9

0.0

0.1

0.1

14.1

0.1

0.0

1.8

13.0

1.6

8.6

0.2

0.3

1.5

3.1

1.6

0.1

3.0

5.6

64.6

8.1

27.1

100.0

294

15

25

7

562

7

4

61

627

10

138

4

17

38

243

113

10

50

239

2,464

11

12,234

14,709

貸出金残高 構 成 比

9,368

98

156

185

16,213

108

80

2,043

14,250

1,916

10,573

235

375

1,563

3,537

1,909

226

3,538

5,479

71,862

10,592

29,794

112,249

8.3

0.0

0.1

0.1

14.4

0.0

0.0

1.8

12.6

1.7

9.4

0.2

0.3

1.3

3.1

1.7

0.2

3.1

4.8

64.0

9.4

26.5

100.0

製 造 業

農 業 、 林 業

漁 業

鉱業、採石業、砂利採取業

建 設 業

電気・ガス・熱供給・水道業

情 報 通 信 業

運 輸 業 、 郵 便 業

卸 売 業 、 小 売 業

金 融 業 、 保 険 業

不 動 産 業

物 品 賃 貸 業

学術研究、専門・技術サービス業

宿 泊 業

飲 食 業

生活関連サービス業、娯楽業

教 育 、学 習 支 援 業

医 療 、 福 祉

そ の 他 の サ ー ビ ス

小 計

地 方 公 共 団 体

個 人

合 計

貸出金平均残高

（注）　1. 預金には定期積金及び譲渡性預金を含んでおります。      
　　　2. 国内業務部門のみを取扱っており、国際業務部門は取扱っておりません。

区　　　分 平成21年度 平成22年度

26,308

167,054

15.74

14.03

23,512

168,489

13.95

13.52

(単位：百万円、％）

有価証券（期末残高）（Ａ）   

預　　金（期末残高）（Ｂ）   

預　証　率
（Ａ／Ｂ） 
期中平均 

預証率  
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(単位：百万円）

(単位：百万円）

デリバティブ取引

貸倒引当金内訳  

貸出金償却  

●運用目的の金銭の信託

（注） 貸借対照表計上額は、期末日における市場価格等に基づいております。

（注）時価は、把握が困難であることから記載しておりません。

●満期保有目的の金銭の信託

●その他の金銭の信託  

　金利関連取引、通貨関連取引、株式関連取引、債券関連取引、商品関連取引等はいずれも実績がございません。

該当ありません。

貸 出 金 償 却

平成21年度 平成22年度

－ 83

(単位：百万円）

内　　訳

平成21年度

平成22年度

平成21年度

平成22年度

平成21年度

平成22年度

954 

594 

5,057 

5,214 

6,011 

5,809 

594 

824 

5,214 

2,434 

5,809 

3,259 

－

－

221

2,868

221

2,868

954

594

4,835

2,339

5,790

2,933

594

824

5,214

2,441

5,809

3,266

内　　　訳
当　期　減　少　額

期首残高 期末残高
目的使用 そ　の　他

当期増加額

平成21年度 平成22年度

貸借対照表計上額

1,256 8 1,244 △　12

当期の損益に含まれた
評価差額

貸借対照表計上額 当期の損益に含まれた
評価差額

平成21年度 平成22年度

貸借対照表
計上額 時　　価 差　　額

うち時価が
貸借対照表計上
額を超えるもの

うち時価が
貸借対照表計上
額を超えないもの

貸借対照表
計上額 時　　価 差　　額

うち時価が
貸借対照表計上
額を超えるもの

うち時価が
貸借対照表計上
額を超えないもの

100 － － － － 200 － － － －

一般貸倒引当金

個別貸倒引当金

合　　計

金銭の信託の時価に関する情報

区　　　分

282

729

1,339

100

2,451

－

－

83

300

383

2,834

284

750

1,389

100

2,525

－

－

82

273

355

2,880

2

21

49

0

73

－

－

△ 1

△ 26

△ 27

45

496

749

1,737

－

2,983

－

－

71

1,400

1,471

4,454

504

765

1,780

－

3,050

－

－

71

1,313

1,384

4,435

7

16

42

－

66

－

－

△ 0

△ 86

△ 86

△ 19

(単位：百万円）

国 債

地 方 債

社 債

そ の 他

小 計

国 債

地 方 債

社 債

そ の 他

小 計

●売買目的有価証券

　　該当ありません。

●満期保有目的の債券

（注）　1．時価は、期末日における市場価格等に基づいております。
　　　2．上記の「その他」は、外国証券です。 
　　　3．時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券は本表には含めておりません。

有価証券の時価に関する情報

平成21年度

貸借対照表
計上額 時　価 差　額 差　額

貸借対照表
計上額 時　価

平成22年度

●その他有価証券

●子会社・子法人等株式および関連法人等株式

（注）　1．貸借対照表計上額は、期末日における市場価格等に基づいております。
　　　2．上記の「その他」は、外国証券および投資信託です。 
　　　3．時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券は本表には含めておりません。

　該当ありません。

●時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券

満 期 保 有 目 的 の 債 券 　 事 業 債（ 私 募 債 ）  

子 会社・子法人等株式及び関連法人等株式   

その他有価証券　非上場株式（店頭売買株式を除く）  

その他有価証券　投資事業有限責任組合出資持分

平成21年度 平成22年度

ー

ー

42

31

ー

ー

38

32

(単位：百万円）

区　　　分

時価が貸借対

照表計上額を

超えるもの

時価が貸借対

照表計上額を

超えないもの

合　　　　計

区　　　分

－

12,534

3,568

204

8,761

3,863

16,398

73

4,040

1,387

389

2,263

2,890

7,003

23,402

－

12,312

3,486

199

8,626

3,809

16,122

84

4,091

1,395

395

2,301

3,106

7,283

23,405

－

221

82

4

135

54

276

△ 11

△ 51

△ 8

△ 5

△ 38

△ 216

△ 279

△ 3

48

12,118

2,709

－

9,409

2,506

14,673

35

1,892

596

199

1,096

2,380

4,308

18,982

46

11,939

2,668

－

9,271

2,436

14,422

38

1,898

598

199

1,100

2,570

4,507

18,930

2

178

40

－

138

70

251

△ 3

△ 5

△ 1

△ 0

△ 3

△ 190

△ 198

52

(単位：百万円）

株 式

債 券

国 　 　 　 債

地 　 方 　 債

社 　 　 　 債

そ の 他

小 計

株 式

債 券

国 　 　 　 債

地 　 方 　 債

社 　 　 　 債

そ の 他

小 計

平成21年度

貸借対照表
計上額 取得原価 差　額 差　額

貸借対照表
計上額 取得原価

平成22年度

貸借対照表計上

額が取得原価を

超えるもの

貸借対照表計上

額が取得原価を

超えないもの

合　　　　計
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区　　　分 残　　高
（Ａ）

担保・保証
（Ｂ）

平成21年度

平成22年度

平成21年度

平成22年度

平成21年度

平成22年度

平成21年度

平成22年度

平成21年度

平成22年度

1,805

435

11,272

11,083

8

30

580

1,497

13,666

13,047

431

343

6,486

7,490

7

20

217

642

7,141

8,497

1,374

92

3,798

2,315

0

4

101

401

5,274

2,814

100.00

100.00

91.24

88.48

100.00

82.80

54.83

69.75

90.85

86.70

リスク管理債権の引当・保全状況                      （単位：百万円、％）

貸倒引当金
（Ｃ）

保 全 率
（Ｂ+Ｃ）/Ａ

合　　　　　　計

貸出条件緩和債権

3ヵ月以上延滞債権

延 　 滞 　債　権

破　綻　先　債　権

破綻先債権
　元本または利息の支払いの遅延が相当期間継続しているこ

と、その他の事由により元本または利息の取立てまたは弁済の

見込みがないものとして、未収利息を計上しなかった貸出金（未

収利息不計上貸出金）のうち、次のいずれかに該当する債務者

に対する貸出金です。

①会社更生法または金融機関等の更生手続の特例等に関する
法律の規定による更生手続の開始の申立てがあった債務者 

②民事再生法の規定による再生手続き開始の申立てがあっ
た債務者

③破産法の規定による破産手続開始の申立てがあった債務者  
④会社法の規定による特別清算開始の申立てがあった債務者  
⑤手形交換所において取引の停止処分を受けた債務者

延滞債権
　未収利息不計上貸出金のうち次の2つを除いた貸出金です。

①上記「破綻先債権」に該当する貸出金                       
②債務者の経営再建または支援を図ることを目的として利
息の支払を猶予した貸出金

3ヵ月以上延滞債権
　元本または利息の支払いが、約定支払日の翌日から3ヵ月以上延滞し

ている貸出金で、破綻先債権及び延滞債権に該当しない貸出金です。

貸出条件緩和債権
　債務者の経営再建・支援を図ることを目的として、金利の減免、利

息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利と

なる取り決めを行った貸出金で、破綻先債権、延滞債権及び3ヶ月以

上延滞債権に該当しない貸出金です。

　なお、貸出条件緩和債権は、国内経済の低迷下にあって、キャッ

シュフローが悪化している取引先の業況に応じて、一部条件を緩和

し支援を行っているもので、全てが不良化するものではありません。

（注）1. これらの開示額は、信用保証協会の優良保証によるもののほ

か、担保処分による回収見込額や既に引当てている個別貸倒

引当金を控除する前の金額であり、すべてが損失となるもの

ではありません。

2.「担保・保証額」は、自己査定に基づいて計算した担保の処分

可能見込額及び保証による回収が可能と認められる額の合

計額です。

3. 「貸倒引当金」については、リスク管理債権区分の各項目の

貸出金に対して引当てた金額を記載しており、貸借対照表の

残高より少なくなっています。

4. 「保全率」はリスク管理債権ごとの残高に対し、担保・保証、

貸倒引当金を設定している割合です。

リスク管理債権について

区　　　分

保 　 全 　 額 　（ ｂ ）
開示残高
（ａ）

保全率
ｂ/ａ

引当率
ｄ/（ａ-ｃ）

平成21年度

平成22年度

平成21年度

平成22年度

平成21年度

平成22年度

平成21年度

平成22年度

平成21年度

平成22年度

平成21年度

平成22年度

13,734

13,126

5,521

2,896

7,624

8,701

588

1,528

107,155

101,089

120,889

114,215

12,477

11,381

5,521

2,896

6,630

7,415

326

1,070

7,178

8,541

1,809

1,749

5,144

6,128

224

663

5,299

2,840

3,711

1,147

1,486

1,286

101

406

90.85

86.71

100.00

100.00

86.96

85.22

55.44

70.01

80.83

61.95

100.00

100.00

59.92

50.00

27.97

47.01

金融再生法開示債権及び同債権に対する保全状況

破産更生債権及びこれらに準ずる債権

（単位：百万円、％）

担保・保証等による
回収見込額（ｃ）

貸倒引当金
（d）

金 融 再 生 法 上 の
不 良 債 権

破産更生債権及び
これらに準ずる債権

危 険 債 権

要 管 理 債 権

正　常　債　権

合　　　　　　　計

　破産、会社更生、再生手続等の事由により経営破綻に陥っている

債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権（以下、破産更生債権

等という）です。

正常債権

　債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がない債権であり、

破産更生債権等、危険債権、要管理債権以外の債権をいいます。

危険債権
　債務者が経営破綻の状態には至ってないが、財政状態及び経営

成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取り

ができない可能性の高い債権です。

要管理債権
　自己査定において要注意先に区分された債務者に対する債権の

うち、3ヶ月以上延滞債権及び貸出条件緩和債権に該当するもの

をいいます。

（注）「金融再生法上の不良債権」における「貸倒引当金」には正常

債権に対する一般貸倒引当金を除いて計上しております。

金融再生法に基づく開示債権について
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　当金庫は、これまで、会員の皆さまからの出資金や利益金の内部留保による資本の積上げ等を行うことにより自己資本を充実させ、経

営の健全性・安全性を充分に確保していると評価しております。また、当金庫は国内基準を採用しており、この基準となる4％を超える自

己資本比率を有するとともに、適正な貸倒引当金を計上して資産の健全性維持に努めております。なお、将来の自己資本の充実策につい

ては、年度ごとに掲げる収支計画に基づいた業務推進を通じ、そこから得られる利益による資本の積上げを第一義的な施策として考え

ております。

平成21年度
項　　　　目

リスク・アセット 所要自己資本額

平成22年度

リスク・アセット 所要自己資本額

（単位：百万円）

イ． 信用リスクアセット・
　  所要自己資本の額合計

ロ． オペレーショナル・リスク

ハ． 単体総所要自己資本額（イ＋ロ）

①標準的手法が適用されるポート
　フォリオごとのエクスポージャー

②証券化エクスポージャー

④オフ・バランス項目

③複数の資産を裏付とする資産（所謂ファンド）
　のうち、個々の資産の把握が困難な資産

現金

我が国の中央政府及び中央銀行向け

外国の中央政府及び中央銀行向け

国際決済銀行等向け

我が国の地方公共団体向け

外国の中央政府等以外の公共部門向け

国際開発銀行向け

地方公共団体金融機構向け

我が国の政府関係機関向け

地方三公社向け

金融機関及び第一種金融商品取引業者向け

法人等向け

中小企業等向け及び個人向け

抵当権付住宅ローン

不動産取得等事業向け

三月以上延滞等

取立未済手形

信用保証協会等による保証付

株式会社企業再生支援機構による保証付

出資等

上記以外

証券化（オリジネーター）

証券化（オリジネーター以外）

72,781

71,293

－

－

4

－

－

31

1

9

138

－

8,943

19,147

23,450

4,567

4,516

1,112

2

1,128

－

909

7,329

92

－

92

－

1,395

7,715

80,496

2,911

2,851

－

－

0

－

－

1

0

0

5

－

357

765

938

182

180

44

0

45

－

36

293

3

－

3

－

55

308

3,219

69,799
 

68,422

－

－

6

－

－

22

0

69

104

10

9,929

17,654

20,809

4,895

5,743

1,113

2

861

－

3,742

3,455

100

－

100

－

1,277

7,495

77,295

2,791

2,736

－

－

0

－

－

0

0

2

4

0

397

706

832

195

229

44

0

34

－

149

138

4

－

4

－

51

299

3,091

1．所要自己資本の額＝リスク・アセット×4％
2．「エクスポージャー」とは、資産（派生商品取引によるものを除く）並びにオフバランス取引及び派生商品取引の与信相当額等のことです。
3．「三月以上延滞等」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から3ヵ月以上延滞している債務者に係るエクスポージャー及び「我
が国の中央政府及び中央銀行向け」から「法人等向け」（「国際決済銀行等向け」を除く）においてリスク・ウェイトが150％になったエ
クスポージャーのことです。

4．当金庫は、基礎的手法によりオペレーショナル・リスクを算定しています。

5. 単体総所要自己資本額＝単体自己資本比率の分母の額×4％

（注）

＜オペレーショナル･リスク（基礎的手法）の算定方法＞

粗利益（直近3年間のうち正の値の合計額）×15％

直近3年間のうち粗利益が正の値であった年数
÷ 8％

自己資本の充実度に関する事項

自己資本の構成に関する事項

自己資本の充実の状況等について

項　　　　　　　目

（ 　 自 　 己 　 資 　 本 　 ）

平成21年度 平成22年度 （単位：百万円）

　本開示は、信用金庫法第89条第1項において準用する銀行法第14条の2の規定に基づき、信用金庫がその保有する資産等に照らし

自己資本の充実の状況が適当かどうかを判断するための基準（平成18年金融庁告示第21号）に基づき算出しております。なお、当金庫

は国内基準を採用しております。

　当金庫の自己資本につきましては、会員の皆さまからの出資金及び各年度の利益から内部留保として積み立ててまいりました積立金等

が該当いたします。平成22年度の自己資本比率は9.62％と国内金融機関が健全性の基準とする4％を5.62ポイント上回っております。

出 資 金

う ち 非 累 積 的 永 久 優 先 出 資

優 先 出 資 申 込 証 拠 金

資 本 準 備 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

利 益 準 備 金

特 別 積 立 金

次 期 繰 越 金

そ の 他

処 分 未 済 持 分 （ △ ）

自 己 優 先 出 資 （ △ ）

自 己 優 先 出 資 申 込 証 拠 金

そ の 他 有 価 証 券 の 評 価 差 損 （ △ ）

営 業 権 相 当 額 （ △ ）

の れ ん 相 当 額 （ △ ）

企業結合により計上される無形固定資産相当額（△）

証券化取引により増加した自己資本に相当する額（△）

基 本 的 項 目 （ Ａ ）

土 地 の 再 評 価 額 と再 評 価 の 直 前 の 帳 簿 価 額 の

差 額 の 4 5 ％ に 相 当 す る 額

一 般 貸 倒 引 当 金

負 債 性 資 本 調 達 手 段 等

負 　 債 　 性 　 資 　 本 　 調 　 達 　 手 　 段

期 限 付 劣 後 債 務 及 び 期 限 付 優 先 出 資

補 完 的 項 目 不 算 入 額 （ △ ）

補 完 的 項 目 計 （ Ｂ ）

自 己 資 本 総 額［（ Ａ ）＋（ Ｂ ）］（ Ｃ ）

他の金融機関の資本調達手段の意図的な保有相当額

控 除 項 目 不 算 入 額 （ △ ）

控 除 項 目 計 （ Ｄ ）

自 己 資 本 額 ［ （ Ｃ ） － （ Ｄ ） ］（ Ｅ ）

（ リ ス ク ・ ア セ ッ ト 等 ）

資 産 （ オ ン ・ バ ラ ン ス 項 目 ）

オ フ ・ バ ラ ン ス 取 引 等 項 目

オペレーショナル・リスク相当額を８％で除して得た額

信 用 リ ス ク ・ ア セ ッ ト 調 整 額

オ ペ レ ー シ ョ ナ ル・リ ス ク 相 当 額 調 整 額

リ ス ク ・ ア セ ッ ト 等 計 （ Ｆ ）

単 体 Ｔ ｉ ｅ ｒ １ 比 率 （ Ａ ／ Ｆ ）

単 体 自 己 資 本 比 率 （ Ｅ ／ Ｆ ）

負債性 資本 調達手段 及びこれに準ずるもの

期 限 付 劣 後 債 務 及 び 期 限 付 優 先 出 資
並 び に こ れ ら に 準 ず る も の

1,939

250

－

250

－

1,300

3,000

127

－

7

－

－

－

－

－

－

－

6,608

206

594

－

－

－

91

710

7,318

690

－

200

－

－

690

－

7,318

71,386

1,395

7,715

－

－

80,496

8.20％

9.09％

1,931 

250 

－

250 

－

1,350 

3,100 

142 

－

15 

－

－

－

－

－

－

－

6,758 

199 

824 

－

－

－

341 

682 

7,440 

690 

－

200 

－

－

690 

－

7,440 

68,522 

1,277 

7,495 

－

－

77,295 

8.74%

9.62%

非同時決済取引に係る控除額及び信用リスク削減手法として用
いる保証又はクレジット・デリバティブの免責額に係る控除額

基本的項目からの控除分を除く、自己資本控除とされる証券化エクスポージャー及
び信用補完機能を持つⅠ/0ストリップス（告示第247条を準用する場合を含む。）
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1．オフ・バランス取引は、デリバティブ取引を除く。
2．「三月以上延滞エクスポージャー」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から3ヵ月以上延滞しているエクスポージャーのこと
です。

3．上記の「その他」は、裏付となる個々の資産の全部又は一部を把握することが困難な投資信託等および各種区分に分類することが困難な
エクスポージャーです。具体的には特別目的会社（ＳＰＣ）発行の債券、投資信託構成物が含まれます。

4．当金庫は、国内の限定されたエリアにて事業活動を行っておりますが、外国証券等の保有があることから「地域別」の区分は「国内」、「国
外」及び区分が困難な投資信託を「その他」として区分し表示しております。

5．信用リスクエクスポージャー期末残高には、現金等を含んでおりますので内訳区分の合計とは一致しません。
6．業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。

（注）

1．当金庫は、国内の限定されたエリアにて事業活動を行っているため、「地域別」の区分は省略しております。
2．業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。

（注）

ロ． 一般貸倒引当金、個別貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額

一般貸倒引当金、個別貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額については、45ページに記載しております。

ハ． 業種別の個別貸倒引当金及び貸出金償却の残高等

信用リスクに関する事項（証券化エクスポージャーを除く）

（単位：百万円）

イ． 信用リスクに関するエクスポージャー及び主な種類別の期末残高

＜業種別・残存期間別・地域別＞

エクスポージャー
区分

地域区分
業種区分
期間区分

信用リスクエクスポージャー期末残高

貸出金、コミットメント及び
その他のデリバティブ以外の
オフ・バランス取引

債　　券

21年度 22年度 21年度 22年度 21年度 22年度 21年度 22年度 21年度 22年度

デリバティブ取引

三月以上延滞
エクスポージャー

国 内

国 外

そ の 他

地 域 別 合 計

製 造 業

農 業 、 林 業

漁 業

鉱 業 、採 石 業 、
砂 利 採 取 業

建 設 業

電 気 ・ ガ ス ・
熱 供 給・水 道 業

情 報 通 信 業

運 輸 業 、郵 便 業

卸 売 業 、小 売 業

金 融 業 、保 険 業

不 動 産 業

物 品 賃 貸 業

学 術 研 究、専 門・
技 術 サ ー ビ ス 業

宿 泊 業

飲 食 業

生活関連サービス業、
娯 楽 業

教育、学習支援業

医 療 、 福 祉

その他のサービス

国・地方公共団体等

個 人

そ の 他

業 種 別 合 計

1 年 以 下

1 年 超 3 年 以 下

3 年 超 5 年 以 下

5 年 超 7 年 以 下

7年 超10 年 以下

1 0 年 超

期間の定めのないもの

残 存 期 間 別 合 計

175,463

4,498

2,500

182,463

12,927

125

272

194

18,240

831

239

4,217

17,657

12,834

11,497

293

420

1,963

4,528

2,538

253

4,058

7,547

14,398

27,795

39,628

182,463

41,845

62,522

23,928

14,753

14,395

17,041

7,975

182,463

178,401

5,090

2,375

185,867

11,430

143

261

185

17,703

886

334

4,120

16,500

13,563

11,618

238

382

1,648

4,259

2,407

241

3,950

6,157

17,089

25,712

47,030

185,867

57,896

50,040

25,252

13,313

15,705

17,130

6,529

185,867

120,889

－

818

121,708

11,108

125

272

194

18,240

131

82

2,251

16,551

2,010

10,843

291

420

1,962

4,527

2,535

253

4,058

7,545

9,687

27,795

818

121,708

34,974

26,978

17,529

11,982

11,161

15,143

3,939

121,708

114,215

－

406

114,621

9,814

143

261

185

17,703

111

80

2,108

15,193

1,940

11,065

236

382

1,648

4,258

2,404

241

3,950

6,155

10,615

25,712

406

114,621

34,750

25,141

16,622

11,534

10,376

14,256

1,940

114,621

16,688

4,498

－

21,186

1,800

－

－

－

－

699

100

1,965

1,098

10,211

599

－

－

－

－

－

－

－

－

4,710

－

－

21,186

3,223

5,084

5,293

2,609

3,077

1,898

－

21,186

18,787

5,090

－

23,878

1,599

－

－

－

－

774

199

2,012

1,299

11,018

499

－

－

－

－

－

－

－

－

6,474

－

－

23,878

3,188

5,084

5,708

1,704

5,318

2,874

－

23,878

－

－

12

12

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

12

12

12

－

0

－

－

0

－

12

－

－

6

6

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

6

6

6

－

－

－

－

－

－

6

4,043

－

－

4,043

1,069

－

－

42

562

－

－

20

821

－

228

－

12

169

103

0

－

－

505

－

506

－

4,043

1,534

－

－

1,534

294

－

－

0

294

－

－

－

226

－

178

－

0

43

37

－

－

38

11

－

407

－

1,534

　信用リスクとは、取引先の倒産や財務状況の悪化などにより、当金庫が損失を被るリスクをいいます。当金庫では、信用リスクは「当金

庫が管理すべき最重要のリスクである」との認識のもと、与信業務の基本的な理念や手続き等を明示した「クレジットポリシー」を制定

し、広く役職員に理解と遵守を促すとともに、信用リスクを確実に認識する管理態勢を構築しております。

　信用リスクの評価につきましては、当金庫では信用格付制度を導入しております。また、日本銀行の「信用リスク計量プログラム（高速

版）」を活用して信用ＶaＲを算出しております。

　以上、一連の信用リスク管理の状況については、「リスク管理委員会」で協議・検討を行うとともに、必要に応じて理事会、常勤理事会と

いった経営陣に報告する態勢を整備しております。

　貸倒引当金は、「自己査定基準」及び「償却・引当規程」等に基づき、自己査定における債務者区分ごとに計算された貸倒実績率を基に

算定するとともに、その結果については監査法人の監査を受けるなど、適正な計上に努めております。

（単位：百万円）

製 造 業

農 業 、 林 業

漁 業

鉱業、採石業、
砂 利 採 取 業

建 設 業

電 気 ・ ガ ス ・
熱供給・水道業

情 報 通 信 業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不 動 産 業

物 品 賃 貸 業

学術研究、専門・
技術サービス業

宿 泊 業

飲 食 業

生活関連サービス業、
娯 楽 業

教育、学習支援業

医 療 、 福 祉

その他のサービス

国・地方公共団体等

個 人

そ の 他

合 計

業種区分

期首残高

21年度 22年度 21年度 22年度 21年度 22年度 21年度 22年度 21年度 22年度 21年度 22年度

当期増加額 期末残高

個別貸倒引当金

当期減少額

目的使用 その他

貸出金償却

 1,011

 ー

 2

 48

 826

 5

 ー

 358

 974

 ー

 203

 ー

 13

 169

 212

 60

 ー

 ー

 662

 ー

 489

 15

 5,057

 1,004

ー

 1

 45

 802

 ー

 ー

 102

 1,160

 ー

 144

 ー

 97

 173

 248

 51

 ー

 21

 613

 ー

 728

 16

 5,214

 1,004

 ー

 1

 45

 802

 ー

 ー

 102

 1,160

 ー

 144

 ー

 97

 173

 248

 51

 ー

 21

 613

 ー

 728

 16

 5,214

 234

 ー

  ー

  ー

 572

  ー

  ー

 71

 415

  ー

 94

  ー

 68

 39

 219

 61

  ー

 36

 96

  ー

 523

  ー

 2,434

 ー

  ー

 ー

  ー

 29

  ー

  ー

  ー

 141

  ー

  ー

  ー

  ー

  ー

  ー

  ー

  ー

  ー

 35

  ー

 14

  ー

 221

 839

ー

 ー

 45

 351

ー

 ー

 25

 659

 ー

 42

 ー

 13

 140

 46

 ー

 ー

ー

 526

 ー

 167

 9

 2,868

 1,011

 ー

 2

 48

 796

 5

 ー

 358

 833

 ー

 203

 ー

 13

 169

 212

 60

 ー

 ー

 627

 ー

 474

 15

 4,835

 165

 ー

 1

  ー

 450

  ー

  ー

 76

 501

  ー

 102

  ー

 84

 33

 201

 51

  ー

 21

 86

  ー

 560

  ー

 2,339

 1,004

 ー

 1

 45

 802

 ー

 ー

 102

 1,160

 ー

 144

 ー

 97

 173

 248

 51

 ー

 21

 613

 ー

 728

 16

 5,214

 234

 ー

 ー

 ー

 572

 ー

 ー

 71

 415

 ー

 94

 ー

 68

 39

 219

 61

 ー

 36

 96

 ー

 523

 7

 2,441

 19

 ー

 ー

 ー

 40

 ー

 ー

 ー

 4

 ー

 3

 ー

 ー

 ー

 ー

 ー

 ー

 ー

 ー

 ー

 14

 ー

 83

 ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー
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　派生商品取引に関しては、この取引が市場動向により大きく変動するものであり取引には特段の配意をしつつ慎重に取組み、当金庫の

資産及び負債の金利等変動リスクをヘッジすること及び収益の安定化の確保に貢献することを方針として取組むこととしております。

　また、年度ごとに取引運用限度枠を理事会の承認のもと設定し、厳格な管理を行うこととしております。

　有価証券関連取引においては、その投資する商品において派生商品取引を行う目的等を把握した上で投資を決定するとともに、投資後

もその状況を把握管理することとしております。

　なお、当金庫における派生商品取引は特別な運用あるいは調達商品に対するヘッジに限定しており、万一損失が発生することがあっても

その影響は軽微であると考えております。

　当金庫の平成22年度末における派生商品取引は、有価証券投資における投資信託の構成物のみであるとともに、全て短期の取引であ

り、長期決済期間取引はございません。

派生商品取引及び長期決済期間取引の
取引相手のリスクに関する事項

（単位：百万円）

（単位：百万円）

平成21年度 平成22年度 平成21年度 平成22年度

平成21年度

与信相当額の算出に用いる方式

グロス再構築コストの額

カレント
エクスポージャー方式

平成22年度

カレント
エクスポージャー方式

信用リスク削減手法の効果を
勘案する前の与信相当額

信用リスク削減手法の効果を
勘案した後の与信相当額

①派生商品取引合計

　　　外国為替関連取引

　　　金利関連取引

　　　金関連取引

　　　株式関連取引

　　　貴金属（金を除く）関連取引

　　　その他コモディティ関連取引

　　　クレジット・デリバティブ

②長期決済期間取引

　　　　　　合　　　　　　計

12

9

2

－

－

－

－

0

－

12

12

9

2

－

－

－

－

0

－

12

6

6

－

－

－

－

－

－

－

6

6

6

－

－

－

－

－

－

－

6

5 2

（注） グロス再構築コストの額は、0を下回らないものに限っています。

（注） 当金庫は、適格金融資産担保について簡便手法を用いております。

ニ． リスク・ウェイトの区分ごとのエクスポージャーの額等

信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャーの額

　当金庫においては、標準的手法を採用しており、この中でリスク・ウェイトの判定に際し使用する適格格付機関は以下の4つの機関を選択

し、この機関の依頼格付を採用しております。なお、エクスポージャーの種類ごとに適格格付機関を分けて使用することはしておりません。

　使用している格付機関 ： 株式会社格付投資情報センター（Ｒ&Ｉ）

　  株式会社日本格付研究所（ＪＣＲ）

　  ムーディーズ・インベスターズ・サービス・インク（Moody’s)

　  スタンダード・アンド・プアーズ・レーティングズ・サービシズ（Ｓ＆Ｐ）

（単位：百万円）

格付適用有り 格付適用無し

平成21年度
告示で定める

リスク･ウェイト区分（％）

エクスポージャーの額

0％

10％

20％

35％

50％

75％

100％

150％

350％

自己資本控除

オフ・バランス

合　　計

300

ー

4,400

ー

3,795

ー

1,604

ー

ー

ー

ー

18,563

29,188

36,177

13,145

150

38,215

34,268

8

ー

ー

2,643

182,463

格付適用有り 格付適用無し

平成22年度

100

ー

5,366

ー

3,598

ー

2,001

ー

ー

ー

ー

25,654

29,257

38,984

14,083

82

33,058

31,395

9

ー

ー

2,275

185,867

信用リスク削減手法に関する事項
　信用リスク削減手法とは、金庫が抱えている信用リスクを軽減化するための措置をいい、具体的には、預金担保、有価証券担保、保証な

どが該当します。当金庫では、融資の取上げに際し、資金使途、返済原資、財務内容、事業環境、経営者の資質など、さまざまな角度から可

否の判断をしており、担保や保証による保全措置は、あくまでも補完的な位置付けとしております。したがって、担保又は保証に過度に依

存しないような融資の取上げ姿勢に徹しております。ただし、与信審査の結果、担保又は保証が必要な場合には、お客さまへの十分な説

明とご理解をいただいた上で、ご契約いただくなど適切な取扱いに努めております。

（単位：百万円）

適格金融資産担保 クレジット・デリバティブ

平成21年度 平成22年度 平成21年度 平成22年度 平成21年度 平成22年度

保　　　証
信用リスク削減手法

ポートフォリオ

2,280 31,8072,040 30,869 － －
信用リスク削減手法が
適用されたエクスポージャーの額
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　オペレーショナル・リスクとは「内部プロセス・人・システムが不適切であること、もしくは機能しないこと、または外生的事象が生起す

ることから当金庫に生じる損失にかかるリスク」のことをいいます。当金庫におけるオペレーショナル・リスクの範囲は、事務リスク、シス

テムリスク、法務リスク、人的リスク、有形資産リスク、風評リスクとしており、これらのリスクを統括的に把握・管理する体制整備に向け

て積極的に取組んでおります。

　リスクの計測に関しましては、当面、基礎的手法（P49(注)4．参照）を採用することとし、態勢を整備しております。

　また、これらリスクに関しましては、「リスク管理委員会」におきまして、協議・検討するとともに、必要に応じて理事会等に報告する態

勢を整備しております。

　銀行勘定における出資又は株式エクスポージャーにあたるものは、上場株式、非上場株式、政策投資株式、株式関連投資信託、その他

投資事業組合等への出資金が該当します。そのうち、上場株式、株式関連投資信託にかかるリスクの認識については、時価評価及び最大

予想損失額（ＶaＲ）によるリスク計測によって把握するとともに、運用状況に応じて「リスク管理委員会」に諮り投資継続の是非を協議

するなど、適切なリスク管理に努めております。また、株式関連商品への投資は、証券化と同様、有価証券にかかる投資方針の中で定め

る投資枠内での取引に限定するとともに、基本的には債券投資のヘッジ資産として位置付けておりポートフォリオ全体のリスク・バラン

スに配慮した運用に心掛けております。なお、取引にあたっては、当金庫が定める「有価証券関係規定」や投資のために定めた内規に基づ

いた厳格な運用・管理を行っております。

　非上場株式、政策投資株式、その他投資事業組合への出資金に関しても、当金庫が定める「有価証券関係規定」に、基づいた適正な運

用・管理を行っております。また、リスクの状況は、財務諸表や運用報告を基にした評価による定期的なモニタリングを実施するととも

に、その状況については、適宜、経営陣へ報告を行うなど、適切なリスク管理に努めております。

　なお、当該取引にかかる会計処理については、当金庫が定める「有価証券の保有目的による区分及び会計処理基準」並びに日本公認会

計士協会の「金融商品会計に関する実務指針」に基づき、適正な処理を行っています。

オペレーショナル・リスクに関する事項

イ． リスク管理の方針及び手続きの概要

　当金庫は基礎的手法（Ｐ49（注）4.参照）を採用しております。

ロ． オペレーショナル・リスク相当額の算出に使用する手法の名称

出資等エクスポージャーに関する事項

（単位：百万円）

（単位：百万円）

イ． 貸借対照表計上額及び時価

ロ． 出資等エクスポージャーの売却及び償却に伴う損益の額

平成21年度

平成21年度 平成22年度

平成22年度

353

702

1,055

1

52

2

7

6

0

353

－

353

306

680

986

306

－

306

区　　　分

項　　　目

上 場 株 式 等

非 上 場 株 式 等

合 　 　 　 　 計

売 却 益

売 却 損

償 　 却

貸借対照表計上額 時　　価 貸借対照表計上額 時　　価

　証券化とは金融機関が保有するローン債権や企業が保有する不動産など、それらの資産価値を裏づけに証券として組み替え、第三者

に売却して流動化することを指します。

　一般的には証券の裏付けとなる原資産の保有者であるオリジネーターと、証券を購入する側である投資家に大きく分類されますが、

当金庫においては、有価証券投資の一環として購入したものであります。

　当該有価証券投資等にかかるリスクの認識については、市場動向、時価評価及び適格格付機関が付与する格付情報などにより把握す

るとともに、必要に応じ役員への報告を行うなど、適切なリスク管理に努めております。また、証券化商品への投資は、「余資運用方針」、

「有価証券運用方針」等の内部基準に則るとともに投資対象を信用力を有するものなど厳選して、過度に投資することなく適切な運用

並びに管理を行っております。

（単位：百万円）

イ． オリジネーターの場合

区　　　　　分 平成21年度

207

－

－

－

該当ありません。

該当ありません。

ロ． 投資家の場合

①保有する証券化エクスポージャーの額及び主な原資産の種類別の内訳

平成22年度

200

－

－

－

証券化エクスポージャーの額

　　　　カードローン

　　　　住宅ローン

　　　　自動車ローン

（単位：百万円）

②保有する証券化エクスポージャーの適切な数のリスク・ウェイトの区分ごとの残高
　及び所要自己資本の額等

平成21年度 平成22年度 平成21年度 平成22年度

エクスポージャー残高 所要自己資本の額

20％

50％

100％

350％

自己資本控除

205

0

0

－

－

－

－

－

8

0

0

－

－

－

－

－

－

200

－

－

－

－

－

－

－

4

－

－

－

－

－

－

告示で定めるリスク･ウェイト区分（％）

　　　カードローン

　　　住宅ローン

　　　自動車ローン

（注）

③証券化エクスポージャーに関する経過措置の適用により算出される信用リスク・アセットの額

証券化エクスポージャーに関する事項
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このディスクロージャー資料は、信用金庫法第89条で準用する銀行法第21条に基づいて作成
していますが、その基準における各項目は以下のページに掲載しています。

開示項目一覧索引ハ． 貸借対照表で認識され、かつ、損益計算書で認識されない評価損益の額
（単位：百万円）

ニ． 貸借対照表及び損益計算書で認識されない評価損益の額

該当ありません。

平成21年度 平成22年度

36 △　3評　価　損　益

1．銀行勘定における金利リスクとは、金融機関の保有する資産・負債のうち、市場金利に影響を受けるもの、例えば、貸出金、有価証券、預金
等において、金利ショックにより発生するリスク量を示します。当金庫では、金利ショックを99パーセンタイル値として銀行勘定の金利
リスクを算出しております。     

2．要求払預金の金利リスク量は、明確な金利改定間隔がなく、預金者の要求によって随時払い出される要求払預金のうち、引き出されるこ
となく長期間金融機関に滞留する預金をコア預金と定義し、当金庫では、普通預金等の額の50％相当額を2.5年の満期としてリスク量
を算定しております。     

3．銀行勘定の金利リスクは、運用勘定の金利リスク量と調達勘定の金利リスク量を相殺して算定します。    
銀行勘定の金利リスク（1,517百万円）＝運用勘定の金利リスク量（3,327百万円）－調達勘定の金利リスク量（1,810百万円） 

（注）

　金利リスクとは、市場金利の変動によって受ける資産価値の変動や、将来の収益性に対する影響を指しますが、当金庫においては、双

方ともに定期的な評価・計測を行い、適宜、対応を講じる態勢としております。　

　具体的には、一定の金利ショックを想定した場合における銀行勘定の金利リスク量の計測や、金利更改を勘案した期間収益シミュ

レーションによる収益への影響度、さらには新商品等の導入による影響など、ALM管理システムや証券管理システムにより必要に応じ

計測を行い、「リスク管理委員会」で協議検討するとともに、必要に応じて経営陣へ報告を行うなど、資産・負債の最適化に向けたリスク・

コントロールに努めております。

　金利リスク算定の前提は、以下の定義に基づいて算定しております。

　　　・計測手法　　　：　　ＧＰＳ計算方式

　　　・計測対象　　　：　　資金運用・資金調達勘定のうち金利感応資産・負債

　　　・コア預金　　

　　　　　 対　　象　 ：　　流動性預金全般（当座預金、普通預金、貯蓄預金等）

　　　　　 算定方法 　：　　①過去5年の最低残高、②過去5年の最大年間流出量を現残高から差引いた残高、③現残高の50％相当額、
　　　　　　　　　　　　　以上3つのうち最小の額を上限

　　　　　 満　　期　 ：　　5年以内（平均2.5年）

　　　・金利等変動幅　 ：　　99％タイル値または1％タイル値

　　　・計測頻度　　　：　　四半期毎（前月末残高により実施）
（単位：百万円）

1,987

798

366

－

8

3,159

1,797

1,000

518

－

12

3,327

1,482 1,517

運　用　勘　定 調　達　勘　定

区　　　分
金利リスク量

平成21年度 平成22年度
区　　　分

金利リスク量

平成21年度 平成22年度

貸 出 金

有 価 証 券 等

預 け 金 等

コ ー ル ロ ー ン 等

そ の 他

運 用 勘 定 合 計

1,037

554

86

1,677

1,161

571

78

1,810

定 期 性 預 金

要 求 払 預 金

そ の 他

調 達 勘 定 合 計

銀 行 勘 定 の 金 利リスク

金利リスクに関する事項

信用金庫法施行規則第132条第1項第5号二等の規定に基づき、自己資本の充実の状況等につい
て金融庁長官が別に定める事項についての開示については以下のページに掲載しています。

1.　金庫の概況及び組織に関する事項                        

（1）事業の組織                        

（2）理事・監事の氏名及び役職名                        

（3）事務所の名称及び所在地                        

（4）当該金庫を所属信用金庫とする信用金庫代理業者に関する事項

　①当該信用金庫代理業者の商号、名称又は氏名                       

　②当該信用金庫代理業者が当該金庫のために信用金庫代理業を
　　営む営業所又は事務所の名称                       

2.　金庫の主要な事業の内容                        

3.　金庫の主要な事業に関する事項                        

（1）直近の事業年度における事業の概況                       

（2）直近の5事業年度における主要な事業の状況                       

　①経常収益                       

　②経常利益又は経常損失                       

　③当期純利益又は当期純損失                       

　④出資総額及び出資総口数                       

　⑤純資産額                       

　⑥総資産額                       

　⑦預金積金残高                       

　⑧貸出金残高                       

　⑨有価証券残高                       

　⑩単体自己資本比率                       
　⑪出資に対する配当金                       

　⑫職員数                      
（3）直近の2事業年度における事業の状況                       

　①主要な業務の状況を示す指標                       
   　ア.　業務粗利益及び業務粗利益率                     

   　イ.　資金運用収支、役務取引等収支、及びその他業務収支                     

  　 ウ.　資金運用勘定並びに資金調達勘定の平均残高、利息、利回り及び資金

　　　　利鞘  

   　エ.　受取利息及び支払利息の増減                     

   　オ.　総資産経常利益率                     

   　カ.　総資産当期純利益率                     

　②預金に関する指標                       
   　ア.　流動性預金、定期性預金、譲渡性預金、その他の預金の平均残高                     

   　イ.　固定金利定期預金、変動金利定期預金及びその他の区分ごとの定期預

　　　　金の残高   

　20

20

24

24

24

25

4

40

40

　40

40

　40

　40

　40

40

40

40

40

40

   　40

  40

40・41

41

   　41

   　41

　

41

   　

41

　③貸出金等に関する指標                       

   　ア.　手形貸付、証書貸付及び当座貸越、割引手形の平均残高                     

   　イ.　固定金利及び変動金利の区分ごとの貸出金の残高                     

   　ウ.　担保の種類別（当金庫預金積金、有価証券、動産、不動産、保証及び信用

　　　　の区分）の貸出金残高及び債務保証見返額

   　エ.　使途別（設備資金及び運転資金の区分）の貸出金残高                     

　　オ.　業種別の貸出金残高及び貸出金の総額に占める割合                     

　　カ.　預貸率の期末値及び期中平均値                     

　④有価証券に関する指標                       

　　ア.　商品有価証券の種類別（商品国債、商品地方債、商品政府保証債及び貸付商品債        

     　　  券の区分）の平均残高                     

　　イ.　有価証券の種類別（国債、地方債、社債、株式、外国証券、投資信託並びに貸付有

　　　　価証券の区分）の残存期間別の残高

　　ウ.　有価証券の種類別（国債、地方債、社債、株式、外国証券、投資信託並びに貸付有

    　　  価証券の区分）の平均残高                     

　　エ.　預証率の期末値及び期中平均値                     

4.　金庫の事業の運営に関する事項                        

（1）リスク管理の体制                        

（2）法令遵守の体制

（3）金融ADR制度への対応                        

5.　金庫の直近の2事業年度における財産の状況                        

（1）貸借対照表、損益計算書及び余剰金処分計算書又は損失金処理計算書 

（2）貸出金のうち次に掲げるものの額及びその合計額 

　①破綻先債権に該当する貸出金                       

　②延滞債権に該当する貸出金                       

　③3ヵ月以上延滞債権に該当する貸出金                       

　④貸出条件緩和債権に該当する貸出金                       

　リスク管理債権の保全状況                        

　金融再生法基準の開示債権について                        

　①金融再生法開示債権額                       

　②金融再生法債権保全状況                       

（3）自己資本（基本的項目にかかる細目を含む。）の充実の状況   

（4）次に掲げるものに関する取得価額又は契約価額、時価及び評価損益   

　①有価証券                       

　②金銭の信託                       

　③規則第102条第1項第5号に掲げる取引（デリバティブ取引） 

（5）貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額 

（6）貸出金償却の額                       

   　42

42

  

 42

   　43

42

　　43

43

　43

43

43

8

　9

11

30～39

47

　47

47

47

47

46

46

46

48

　44

45

45

45

45

定性的な開示事項                             

1.　自己資本調達手段の概要                           

2.　自己資本の充実度に関する評価方法の概要                           

3.　信用リスクに関する事項                           

4.　信用リスク削減手法に関するリスク管理の方針及び手続の概要                           

5.　派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関するリスク管

　　理の方針及び手続の概要                           

6.　証券化エクスポージャーに関する事項                           

7.　オペレーショナル・リスクに関する事項                           

8.　銀行勘定における信用金庫法施行令第十一条第五項第三号に規定する出

　　資その他これに類するエクスポージャー又は株式等エクスポージャーに関

　　するリスク管理の方針及び手続の概要                           

9.　銀行勘定における金利リスクに関する事項                          

48

49

50～52

52

53

54

55

55

56

定量的な開示事項       

1.　自己資本の構成に関する事項      

2.　自己資本の充実度に関する事項 

3.　信用リスクに関する事項（証券化エクスポージャーを除く）

4.　信用リスク削減手法に関する事項 

5.　派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項    

6.　証券化エクスポージャーに関する事項                           

7.　銀行勘定における出資等又は株式等エクスポージャーに関する事項   

8.　銀行勘定における金利リスクに関して内部管理上使用した金利ショックに対する損益   

　　又は経済的価値の増減額 

48

49

50～52

52

53

54

55

56




